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1.1  流域の概要 

1.1.1  自然環境 

 （1）流域の概要 

1）木津川流域の概要 

布目ダムは国内屈指の大河川である淀川水系の支川木津川の上流、布目川に築造さ

れている。 

淀川流域は、大阪、京都、兵庫、滋賀、奈良、三重の 2府 4県にまたがり、全流域面

積 8,240km2、幹線流路延長 75.1km の大水系である。大別すると、琵琶湖～瀬田川～宇

治川、左支川木津川、右支川桂川、淀川本川及び猪名川の 5 流域に分けることができ

る。 

淀川の源は滋賀県山間部に発する大小河川にある。これらの河川は日本最大の湖で

ある琵琶湖に集まり、大津市において、唯一の自然流出口である瀬田川の名で河谷状と

なって南下する。流れはさらに谷筋を縫った後、西方に向かって折れ、京都府宇治市か

らは宇治川と名を変えて京都盆地を貫流する。宇治川は京都府山崎町・八幡市の付近

(いわゆる｢三川合流点｣)で東から左支川木津川、西から右支川の桂川を合流し、淀川本

川となって大阪平野を西南に流下する。 

木津川は鈴鹿・布引山地に源を発した小河川が集まり、山間を曲流し、左から名張川

等を合わせて三川合流点に至る。 

 

 

図 1.1-1 木津川流域と布目ダムの位置 
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2）布目川流域の概要 

木津川支川布目川は、その源を貝ヶ
か い が

平山
ひらやま

に発し、ダム湖上流域で支川深川と合流する。

その後、奈良市東端部に添って流下すること約 6.5km でほぼ直角に西に向きを変え、約

2.5km 下流の興ヶ原地先で再度北に向きを変え、京都府相楽郡笠置町に入り、約 4.0km

流下した後、笠置町中心部で木津川に合流する。 

流域面積は 75km2で、流域は俗に大和高原と呼ばれ、起伏の比較的少ない老年期の地

形を呈している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1-2 布目川流域図 

【出典：木津川ダム流域平面図(平成18年3月)一部修正】 
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 （2）地形・地質 

1）布目ダム付近の地形 

布目川流域は大和高原と呼ばれる標高 300～600m の起伏の少ない隆起準平原であり、

北あるいは北東に向かい次第に高度を減ずる。準平原の山頂からの高度差 150～50m 付

近から下には、谷沿いに平坦面が随所にみられ、これらに何段かの段差が認められる

ことは、準平原が段階的に隆起したことを示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【出典：土地分類図(地形分類図)奈良県(1：200,000)(昭和48年、国土庁土地局国土調査課監修、 

(財)日本地図センター発行)に加筆】 

図 1.1-3 布目ダム流域の地形 
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2）布目ダム付近の地質 

大和高原とその隣接地域の基盤をなす地質は、古生代二畳紀～中世代ジェラ紀に形

成された丹波層群とこれらに貫入した領家複合岩類及び新規領家花崗岩である。この

うち、布目ダムの位置する大和高原には西南日本内帯の領家帯に属する花崗岩、花崗

閃緑岩が分布する。これらは風化によりマサ化しているところが多く、マサは地表か

ら粘土状マサ(砂質土)、砂状マサ(砂)、岩芯マサ(礫混じり砂)等の風化特性を有して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典：土地分類図(表層地質図)奈良県(1：200,000)(昭和48年、国土庁土地局国土調査課監修、 

(財)日本地図センター発行)に加筆】 

図 1.1-4 布目ダム流域の表層地質図 

 

 

  

凡例 



布目ダム定期報告書(R4) 1 章 事業の概要 

 1-5

 （3）植生等 

奈良県の植生については、「奈良県史 第二巻」(1990 年、奈良県)によれば、温暖な

気候の低山地に生育するシラカシ、ツブラジイ等の照葉樹林から、標高 1,900m を越す

大峰山脈周辺に生育するシラビソ、コメツガ等の亜高山帯針葉樹まで、バラエティに富

んだ植生分布を見ることができるとされている。その一方で、「大和の植物」(1972 年、

藤本敬治)によれば、セイタカアワダチソウ、ヒメジョオン等の帰化植物が遅くとも

1960 年代には、河原・畑地等で繁茂を始めていたとされている。 

また、文献調査範囲を含む大和地方の植生については、「奈良県 環境資源データブッ

ク ～奈良県の動物、植物、地形・地質、文化財等～」(1998 年、奈良県)によれば、大

和地方の潜在的な自然植生は常緑広葉樹林であると考えられるが、大和地方は人為的

な影響度が高く、スギ・ヒノキ植林、コナラ等の優占する落葉広葉樹二次林、アカマツ

林等の優占率が高いとされている。なお、シイ－カシの優占する常緑広葉樹の自然林は、

人為的に保護されてきた社叢林以外では、ほとんど見ることができないとされている。 

さらに、「第 3 回自然環境保全基礎調査 植生調査報告書」(1987 年、環境庁)によれ

ば、布目川と深川の源流域を含めた文献調査範囲のほぼ全域が、ヤブツバキクラス域に

属するとされている。 

これまでに実施された河川水辺の国勢調査において、植物相に関する特徴として、以

下の事項を挙げている。 

 

（植物相の特徴・自然性） 
・スギ・ヒノキ植林が全体面積の 3 割程度を占めており、人工林の比率が高い。 
・自然性が高いとされるアラカシ群落、シラカシ群落、ケヤキ群落がわずかながらダ

ム湖畔に分布している。 
・コナラ群落の割合が低く、アカマツ群落もわずかしか分布しておらず二次林の比率

が低い。 
・ヌルデ－アカメガシワ群落やクズ群落、ネザサ群落などの先駆的低木群落の割合が

高くなっている。 
・水位変動域の幅が狭いためにダム湖岸に分布する草本群落の分布は少ない。 
・ススキ群落が耕作放棄地や改変跡地などに見られる。 
・外来種優占群落として、オオオナモミ群落、ホソバツルノゲイトウ群落、イタチハ

ギ群落などが見られ、その大部分がダム湖の水際に分布しているが面積は狭い。 
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【出典：令和2年度 木津川ダム群河川水辺の国勢調査】 

図 1.1-5 布目ダム流域植生図 
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 （4）気象 

布目ダム流域は大和高原と呼称される奈良盆地と伊賀盆地に挟まれた高原にあり、

近畿中央部の特性である内陸性気候を示し、冬は北西の発達した季節風に支配され寒

いが、年間を平均すると温暖な気象条件となっている。 

布目ダムの至近 10 ヶ年における月平均気温の状況を図 1.1-6、ダム近傍の針地点（気

象庁）における至近 10ヶ年の年間降水量を図 1.1-7 に示す。最低平均気温は 1 月に約

3℃となり、最高平均気温は 8 月に約 27℃となる。また、針地点における年間降雨量は

概ね 1,250～1,820mm/年である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.1-6 布目ダム地点の月平均気温の状況（H24～R3） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【出典：気象庁資料】 

図 1.1-7 針地点(気象庁)の年降水量経年変化(H24～R3) 
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 （5）布目ダムの年降水量 

布目ダム地点の至近 10ヶ年における年降水量の推移を図 1.1-8、月別降水量の状況

を図 1.1-9 に示す。 

布目ダム地点の年降水量は 1,619mm(H24～R3、10 ヶ年平均)、ダム流域平均年降水量

は 1,705mm(同様)である。 

至近 5ヶ年(H29～R3)では、平成 30 年、令和元年、令和 2年が 10ヶ年平均(流域平均

年降水量)を上回る。 

また、月平均降水量は、6～10月が平均して多く 7月が最多となり、11月～翌 2 月が

少ない(流域平均、H24～R3、10 ヶ年平均)。月平均流入量は、降水量と同様 7 月が最も

多く約 1,000 万 m3、1 月が最も少なく約 370 万 m3である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.1-8 布目ダムの年降水量の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.1-9 布目ダムの月別降水量 
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 （6）流出率 

布目ダム流域における年降水量、年流出高及び流出率を図 1.1-10 に示す。流出率は

（布目ダム年間総流入量）／（布目ダム流域年間降水量×集水面積）で算定した。 

至近 10 ヶ年(H24～R3)の布目ダム流域の年流出高は 1,023mm(10 ヶ年平均)、流出率

は 59％(同様)であり、流出率が最も高いのは令和 2 年(64％)、最も低いのは平成 26 年

(49％)である。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.1-10 布目ダム流域の流出高･流出率 
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1.1.2  布目ダム流域の社会環境 

 （1）水源地域の人口動態 

布目ダム流域関連自治体の人口・世帯数の推移を表 1.1-1 及び図 1.1-11 に示す。

布目ダム流域は、奈良市、天理市、山添村、宇陀市の３市１町にまたがるが、宇陀市は

布目ダム流域に占める面積割合が 0.4％と小さいため、宇陀市を除く２市１町の人口・

世帯数を整理した。 

布目ダム流域の関連自治体では、奈良市の人口が約 35.5 万人で最も多く、天理市が

約 6.4 万人、山添村が 0.3 万人となっている(いずれも令和 2 年)。奈良市の人口は平

成 12 年をピークに減少傾向であるが、平成 12 年から令和 2 年の減少率は 5％であり、

減少は緩やかである。天理市は平成 7 年をピークに減少しており、平成 7年から令和 2

年の減少率が 14％、山添村は昭和 60 年から減少しており、昭和 60 年から令和 2 年の

減少率が 46％となっている。関連３市町の合計は、平成 12年がピークでその後減少し

ており、平成 12 年から令和 2 年の減少率は 6％となっている。 

 
表 1.1-1 布目ダム流域関連自治体の人口・世帯数推移（S60～R2） 

 

 
【出典：各年の国勢調査結果による】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.1-11 布目ダム流域関連自治体の人口・世帯数推移（S60～R2） 
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 （2）産業別就業者数 

布目ダム流域関連自治体の産業別就業者数を表 1.1-2、図 1.1-12、図 1.1-13 に示

す。 

３市町とも第 3 次産業の就業者数が最も多く、全就業者に占める第 3 次産業の就業

者数の割合は、奈良市が 79％、天理市が 72％、山添村が 51％となっている。山添村は

茶業を主体とした農業地域であり、第 1 次産業の就業者数の割合が奈良市、天理市と比

較して高い。第一次産業の就業者数比率は、奈良市が 1.3％、天理市が 3.9％、山添村

が 16％である。 

 

表 1.1-2 布目ダム流域関連市村における就業者数推移(S55～R2)(単位：人) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典：各年の国勢調査結果】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1-12 布目ダム流域関連市村の産業別就業者数･割合（S55～R2） 
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第1次産業 1,456 1,254 956 752 453 498 419 382 271

第2次産業 748 811 884 852 760 664 602 513 478

第3次産業 996 1,112 1,161 1,256 1,204 1,237 1,080 972 872

その他(分類不能) 5 16 1 23 128 18 27 0 77

第1次産業 3,905 3,322 2,761 2,503 2,162 2,025 1,482 1,289 1,183

第2次産業 7,496 8,518 9,088 10,690 9,275 7,493 5,888 6,232 5,945

第3次産業 16,778 18,494 19,915 22,278 22,642 22,464 21,011 21,796 21,765

その他(分類不能) 128 73 53 128 258 520 1,372 1,136 1,156

第1次産業 11,271 9,575 7,465 6,776 5,353 5,657 4,145 3,979 3,440

第2次産業 42,159 46,616 51,046 53,379 49,292 40,708 35,005 34,541 31,989

第3次産業 105,173 118,495 132,547 144,541 145,466 149,349 140,782 141,997 142,941

その他(分類不能) 409 2,125 2,506 3,260 5,143 4,081 10,393 6,892 6,057

奈良市

山添村

天理市

合計
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図 1.1-13 布目ダム流域関連市村における就業者割合の推移（S55～R2・市村別） 
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1.1.3  治水と利水の歴史 

 （1）治水の歴史 

木津川流域における既往の主な出水時の状況を以下に示す。 

 

1）昭和 28 年 8 月 14～15 日(前線) 

8 月 12 日から 14 日にかけて、日本海中部にある弱い前線が東西に伸び、南方洋上に

は台風 7 号があった。低気圧は 13日山東半島付近に発生し、前線に沿って東進してい

たが、日本海中部でほとんど消滅していた。そして、これより後面に伸びる前線は、台

風 7 号の北上と、小笠原高気圧の弱まりを機に、急速に南下した。この前線が、14 日

から 15 日未明にかけて、瀬戸内海より近畿中部に停滞し、信楽高原地帯で急にはげし

く南北に振動したことにより、雷雨を伴った豪雨となった。 

上野測候所の観測によれば、14 日 18 時 55 分から、15日 9時 10 分に至る 14 時間 15

分の総雨量は 286.4 ㎜。平年であれば、7 月・8月の 2 ヶ月分に相当する雨が、一晩で

降った勘定である。10分最大雨量(21.4 ㎜)、1時間最大雨量(81.2 ㎜)など、いずれを

とっても、上野では明治 34 年観測開始以来最大の雨量である。しかしこの雨量が、上

野から直線距離 12km の阿保では 34.0 ㎜、17km の名張では 6.2 ㎜と、集中豪雨の様相

をはっきりとあらわしていた。雨勢が特に強くなったのは、15 日 3 時以降で、上野で

は、3時間の最大雨量が 170.6 ㎜という、短時間強雨型となった。 

総雨量は、多羅尾が 316 ㎜を記録し、東和束では 680 ㎜と推定されている。一時孤立

状態となった信楽高原中央部では、上野以上の豪雨であった。 

被害の状況は、伊賀地方がその大部分を占め、かなりの被害を被った。この地方では、

豪雨が急射であったため、山が崩れ、土砂は濁流のように奔流し、一瞬にして多数の人

命を奪った。阿山郡島ヶ原村（現、伊賀市）では、山津波が起こり 90 名に近い村民が

家屋もろとも水渦の犠牲となった。しかし、名張、阿保を結ぶ線は雨量 50㎜で被害は

幸いにも軽微であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

毎日新聞(昭和 28年 8月 16 日)       伊勢新聞(昭和 28年 8月 16 日) 



布目ダム定期報告書(R4) 1 章 事業の概要 

 1-14

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1.1-1 木津川下流部(布目川合流後)の被害状況(京都府山城町棚倉付近) 

【出典：近畿水害写真集】 

 

2）昭和 28 年 13 号台風出水 

9 月 16 日に発生した台風 13

号は、海上で中心気圧 910hPa

に発達し、9月 25日 17 時頃志

摩半島に上陸した後、伊勢湾

を横断し、岡崎を経て北東に

進んだ。この台風により、上野

盆地は下流の狭さく部のため、

約 1,000ha の浸水となった。 

【出典：布目ダム工事誌】 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  毎日新聞(昭和 28 年 9 月 26 日) 
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3）昭和 34 年 15 号台風出水(伊勢湾台風) 

9月 21日に発生した台風15号は発達し、中心気圧は895hPa、中心風速は最大70m/s、

暴風半径 350km を記録した、まさに超 A 級の台風であった。木津川上流の名張川で右

岸堤が破堤、氾濫して、一般被害約 30億円を出したのを始めとして、かなりの被害を

受けた。 

特に、木津川上流では毎時平均雨量が 28 ㎜にも及び、既往最大の洪水を記録した。

そのため下流の南山城村、笠置町、加茂町の全域にわたり、流域沿川一帯が押し流され

た。雨は夜半にあがったが、各河川の流量は刻々と増し、その危険は 27日夜になって

も去らなかった。 

伊賀では、昭和 28 年の 13 号台風程度の出水で上野盆地が浸水した。木津川下流及

び名張川流域では、家屋の浸水が相当出たが、加茂より下流は大きな被害はなかった。 

【出典：布目ダム工事誌，近畿水害写真集】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

朝日新聞(昭和 34年 9月 28 日) 

毎日新聞(昭和 34年 9月 28 日)         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1.1-2 奈良県月ヶ瀬村大字石内付近の被害状況 

(増水した長谷川の濁流がまわりの田を洗い流す。) 

【出典：近畿水害写真集】 
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4）昭和 36 年 10 月豪雨出水 

25 日から西日本に降り出した雨は、28日も降り続き、このため近畿地方の各地では、

豪雨による被害が続出した。しかし、28日夜、台風 26号が本州東方の海上を北上する

につれて、関東以西の雨はおさまり出し、大雨の心配はなくなった。 

伊賀地方に 26日から降り続いた雨は、27 日夜から豪雨となり、28 日午後 6時には、

上野市（現、伊賀市）内で 286 ㎜、名張市の国見山で 504 ㎜を記録。災害救助法が発動

された上野市（現、伊賀市）では未明から長田、服部、柘植の三河川が氾濫し始めたの

で、非常水防体制を敷くとともに、合流点付近住民に対して避難命令が出された。しか

し、28 日午後からは各地とも雨が小降りとなり、午前中一斉に警戒水位を突破してい

た各河川も減水しはじめた。 

なお、大阪管区気象台では 27日午後 11時 45 分、淀川に洪水注意報を発表した。 

【出典：近畿水害写真集】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

朝日新聞(大阪版) （昭和 36年 10 月 28 日） 
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5）昭和 40 年 24 号台風出水 

台風の進路に近い太平洋岸では突風が吹き、四国の剣山で 56m/s、室戸岬で 44m/s の

最大瞬間風速を記録。近畿北部、四国東南部、紀伊半島南部では、激しい雨が降り出し、

同日午後 9 時までの 12 時間で、舞鶴、彦根で 140 ㎜、京都で 130 ㎜、徳島で 110 ㎜、

潮岬で 100 ㎜など、各地で 100～150 ㎜と、記録的な雨量になった。 

この台風は志摩半島南岸に上陸して渥美半島方面へぬけたが、勢力が大きかったた

め、被害総額 77 億円という予想外の被害を生じた。 

被害はほとんど県下全域に及んだが、特に伊賀地方の上野市（現、伊賀市）、名張市、

阿山郡阿山町（現、伊賀市）で大きな痛手を受け、災害救助法が適用された。 

【出典：近畿水害写真集】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

朝日新聞(大阪版) （昭和 40年 9月 18 日） 

毎日新聞(大阪版) （昭和 40年 9月 18 日） 
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6）平成 21 年 18 号台風出水 

9 月 30 日に発生した台風 18 号は、四国の南海上を北東に進んだ後、強い勢力を維持

したまま、10 月 8 日には中心付近の最大風速が 40m/s と強い勢力で紀伊半島の南を北

東に進み、5時過ぎに愛知県知多半島付近に上陸し、東海地方、関東甲信地方、東北地

方を縦断した。台風の通過に伴い、愛知県東海市東海で 8日 5時 48 分までの１時間に

83.5 ㎜の猛烈な雨が降ったほか、近畿地方の一部で 6 日から 9 日までの総雨量が 300

㎜を超えるなど、日本全国の広い範囲で大雨となった。和歌山県、埼玉県及び宮城県で

死者５名となり、沖縄地方から北海道地方の広い範囲で住家損壊、土砂災害、浸水被害

等が発生した。 

この台風により、6 日午前７時頃より降り始めた台風 18 号に伴う降雨は、布目ダム

上流域では、8 日 2 時から 3 時の 1 時間の雨量が最大 33 ㎜を記録し、総雨量は 188 ㎜

に達した。 

【出典：内閣府防災情報 http://www.bousai.go.jp/updates/index.html、洪水調節報告書】 

 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

朝日新聞（平成 21年 10 月 9 日） 
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7）平成 23 年 12 号台風出水 

8 月 25 日 9 時にマリアナ諸島の西の海上で発生した大型の台風 12 号は、発達しなが

らゆっくりとした速さで北上し、29 日 21 時には中心気圧が 970hPa、最大風速が 25m/s

となった。台風は、30 日に小笠原諸島付近で進路を北西に変え、9 月 2 日には勢力を保

ったまま四国地方に接近、3 日 10 時頃に高知県東部に上陸した。その後も、台風はゆ

っくりと北上を続け、四国地方、中国地方を縦断し、4 日未明に日本海に進んだ。台風

が大型で、さらに台風の動きが遅かったため、長時間台風周辺には非常に湿った空気が

流れ込み、西日本から北日本にかけて、山沿いを中心に広い範囲で記録的な大雨となっ

た。特に紀伊半島では、8月 30日 17 時からの総雨量は広い範囲で 1,000 ㎜を超え、奈

良県上北山村にあるアメダスでは 72 時間雨量が 1,652.5 ㎜とこれまでの国内の観測記

録である 1,322 ㎜（宮崎県神門（みかど））を大幅に上回り、総雨量は 1,809 ㎜に達し、

一部の地域では解析雨量で 2,000 ㎜を超えるなど、記録的な大雨となった。このため、

土砂災害、浸水、河川のはん濫等により、和歌山県、奈良県、三重県などで多数の死者、

行方不明者が発生したほか、北海道から四国にかけての広い範囲で床上床下浸水など

の住家被害、田畑の冠水などの農林水産業への被害、鉄道の運休などの交通障害が発生

した。 

台風接近に伴い、8月 31日 20 時頃より降り始めた雨は、布目ダム上流域では、9月

4 日 6時～7 時の１時間の雨量が最大 15mm を記録し、総雨量は 276mm（管理開始以降の

最高を記録）に達した。 

【出典：内閣府防災情報 http://www.bousai.go.jp/updates/index.html、洪水調節報告書】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

朝日新聞 （平成 23 年 9月 5 日）     産経新聞 （平成 23 年 9 月 5日) 
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8）平成 26 年台風 11 号出水 

7 月 29 日 9 時にグアム島の東の海上で発生した台風第 11 号は、強い勢力で日本の南

海上を北上し、暴風域を伴って 8 月 7 日に大東島地方に最も接近した。台風は強い勢

力を維持したまま比較的遅い速度で北上し、10 日 6 時過ぎに高知県安芸市付近に上陸

した後、次第に速度を速めながら四国地方、近畿地方を通過した。その後、台風は暴風

域を伴ったまま日本海を北上し、11 日 9 時に温帯低気圧に変わった。 

この期間、前線が西日本の日本海側から北日本にかけて停滞し、前線に向かって台風

周辺の湿った空気が流れ込んだ。このため、西日本から北日本の広い範囲で大雨となっ

た。特に、高知県では 7日から 11日までの総降水量が多いところで 1,000mm を超える

など、四国地方から東海地方にかけて総降水量が 600mm を超える大雨となった。また、

大気の状態が非常に不安定となり、栃木県等で、竜巻などの激しい突風が吹いた。これ

らの影響により、和歌山県や島根県で死者が発生したほか、各地で、土砂災害やがけ崩

れ、停電や断水等の被害が発生した。 

この台風により、布目ダム観測所では、8月 8日 18 時の降り始めから 8 月 11 日 2時

までに 256mm の降雨を観測し、１時間最大雨量は 32mm(8 月 9 日 13 時)、3 時間最大雨

量は 67mm(8 月 9 日 7 時から 9 時）と短時間に強い雨が観測された。 

【出典：内閣府防災情報 http://www.bousai.go.jp/updates/index.html、洪水調節報告書】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

読売新聞 （平成 26 年 8月 12 日）     奈良新聞 （平成 26 年 8 月 12 日) 
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9）平成 29 年台風 21 号出水 

台風第 21 号は、10 月 21 日から 22 日にかけて日本の南を北上し、23 日 3 時頃、超

大型・強い勢力で静岡県御前崎(おまえざき)市付近に上陸した。台風はその後、広い暴

風域を伴ったまま北東に進み、23 日 15 時に北海道の東の海上で温帯低気圧となった。 

台風を取り巻く発達した雨雲や本州付近に停滞した前線の影響により、西日本から

東日本、東北地方の広い範囲で大雨となった。特に和歌山県新宮(しんぐう)市では 48

時間に 888.5mm を観測し観測史上 1位の値を更新するなど、21日から 23 日にかけて近

畿地方や東海地方を中心に 500mm を超える記録的な大雨となった。 

この台風により、布目ダム雨量観測所では、10 月 20 日 5 時の降り始めから 23 日 8

時までに268mm の降雨を観測し、1時間最大雨量 21mm(10/23 23時)の降雨を観測した。

また、流域平均総雨量は、10 月 20 日 4 時の降り始めから 23 日 8 時までに 271.4mm の

降雨を観測した。 

【出典：内閣府防災情報 http://www.bousai.go.jp/updates/index.html、洪水調節報告書】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

読売新聞 （平成 29 年 11 月 2日）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

毎日新聞(伊賀版)  

（平成 29年 11 月 2日） 

朝日新聞(伊賀版)  

（平成 29年 11 月 8日） 
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 （2）渇水の歴史 

琵琶湖・淀川流域では表 1.1-3 に示すとおり、昭和 52年、53 年、59 年、61 年、そ

して琵琶湖開発事業完成後の平成 6 年～8 年、12 年、14 年、17 年と、4 年に 1 回程度

の割合で相次いで渇水に見舞われており、市民生活や経済社会活動に影響が生じてい

る。平成 29 年～令和 3年において渇水災害は発生していない。 

木津川水系においては、近年では平成 6年に渇水が発生しているが、奈良市水道局に

よる取水制限は木津川取水分のみの制限で、布目川取水（ダム補給分）の制限には至っ

ていない。 

 

表 1.1-3 淀川の近年の渇水発生状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

【参照「渇水報告書」】 

  

渇水年 渇水期間 取水制限等の状況 内                                  容

昭和52年 8月26日～翌年1月6日 上水10％、工水15％（134日間） この年の７～８月の降雨量は少なく、高山ダム・青蓮寺ダム・室生ダムの各地点降雨量は平年値の約１/３であった。

８月２３日に淀川水系渇水対策本部が設置され、解散した翌年１月７日までの間に取水制限が実施された。

昭和53年 9月1日～翌年2月8日 上水10％、工水15％（161日間） 昭和５２年と同様の秋冬期渇水で、各ダムの最低貯水率は高山ダムで１３％、青蓮寺ダムで４１％、室生ダムで１０％と

管理開始以来最低の貯水率を示し、琵琶湖水位は最低水位Ｂ.Ｓ.Ｌ.-７３ｃｍを示した。

昭和59年 10月8日～翌年3月12日 上水最大20％、工水最大22％（156日間） 本年秋以降の少雨が原因で発生した秋冬期渇水である。琵琶湖水位の低下によって瀬田川洗堰からの放流が制限され

た。このため、維持用水の確保が困難になり、高山・青蓮寺ダムからの放流が実施された。

昭和61年 10月17日～翌年2月10日上水最大20％、工水最大22％（117日間） 淀川水系では１０月１３日に第１回淀川渇水対策会議が開催され、１７日より取水制限を実施した。その後もまとまった降

雨が無く、第二次、第三次取水制限が実施された。

平成2年 8月7日～9月16日 上水最大30％（41日間） 本年の夏、奈良市に上水を供給している室生ダムは、管理開始以来初めての大渇水を経験した。これに対し、奈良県では

８月１５日に渇水対策連絡協議会を設置して節水ＰＲや、一部地域の水源を室生ダムのある宇陀川系統から紀ノ川（吉野

川）系統に切り替える等の対策を行った。

平成6年 8月22日～10月4日 上水最大20％、工水最大20％（42日間） 渇水期間中、琵琶湖の渚の後退によって、普段は水没している城址が出現したり、湖岸と沖合いの洲が陸続きになる等、

渇水の影響が目に見える状態で現れたが、琵琶湖開発事業の効果が発揮され、直接日常生活に支障をきたすような事態

は生じなかった。

平成7年 8月26日～9月18日 上水最大30％、農水最大35％（24日間） ８月以降の降雨は全施設において少雨傾向となったが、実際に取水制限等の渇水対策を実施したのは支川宇陀川の室生

ダムだけだった。

平成8年 6月10日～6月21日 上水最大40％、農水最大35％（12日間） 平成７年に続き、室生ダムでは４月中旬から貯水量が急速に減少したのを受けて６月４日から利水者による自主節水を開

始し、６月１０日から取水制限を実施した。

平成12年 9月9日～9月11日 上水最大10％、工水最大10％（3日間） 渇水期間中各ダムからの貯留水を河川へ補給したことにより、取水制限等の渇水対応期間の短縮がなされたほか、河川

を枯らさずに済むなどの効果があった。

平成14年 9月30日～翌年1月8日 上水10％、工水10％、農水10％（101日間） 各利水者や関係府県民の節水への協力及びダム群も含めた日々の水管理を行うことにより市民生活への影響が回避で

きた。
平成17年 6月28日～7月5日 上水最大30％、農水最大30％（8日間） 降雨は全施設において少雨傾向となったが、実際に取水制限等の渇水対策を実施したのは支川宇陀川の室生ダムだけ

だった。なお、室生ダムの貯水率は一時62%まで低下した。

京都新聞 

(平成6年8月13日) 
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伊勢新聞 

(平成6年8月13日) 

読売新聞 

(平成6年9月8日) 

産経新聞 

(平成6年8月26日) 
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 （3）奈良市の渇水災害の歴史 

平城京の人口は、和銅 3年(710)に正式に日本の首都となったころ、既に昭和 46年の

奈良市人口にほぼ匹敵する 20万人に達したと推定されている。 

このころから毎年、水不足に悩まされ、そのため古来より周囲の川からの分水が何度

か企画されたがいずれも成功しなかった。 

明治 42 年には市内の水不足と伝染病が重なり、湧水利用、ため池利用、佐保川の水

源利用等、さまざまな計画が立てられたが、最終的に大正 3年にその水源を木津川に求

める案を決定し、京都府知事へ木津川の引水願を提出し、大正 5 年に木津水源地工事に

着手した。この事業により 0.5m3/s(昭和 36 年)の水利権が奈良市に認可された。その

後も人口増加は年々続き、昭和 39年、第 3期拡張第 2 次事業に着手し、前川に須川ダ

ム(有効水量 792,500m3)を建設し、その水源を白砂川、布目川に求めた。この事業によ

り新たに 0.36m3/s の水が開発されたが、自然流下という優位性から木津川の水利権

0.5m3/s の振替として 0.86m3/s の水利権が奈良市に認可されたが、昭和 45 年には早く

も水不足という事態が深刻化した。 

このため、昭和 46 年、木津川に水利権 0.5m3/s の暫定豊水水利権が認可された。こ

れにより、奈良市は 1.36m3/s(日量 117,200m3)の水利権を有したが、早くも昭和 47、48

年ごろから水不足が生じ、昭和 49 年奈良県営水道から日量 24,000m3(50 年以降、日量

30,000m3 の予定)の受水を受けることになった。それでも昭和 50 年以降の不足分を補

うことができず、昭和 60年には日量 102,000m3が不足することになった。 

昭和 53 年には、7 月、8月の異常渇水により、奈良市にて深刻な水不足が生じ、8月

1 日より奈良市西郊地域（28,000 世帯、95,000 人）で、夜間 7 時間の断水が開始され

た。続いて 8月 5日には東部地域（6,126 世帯、19,200 人）、富雄南地域（5,777 世帯、

10,600 人）で夜間断水に入り、奈良市民の約半数が影響を受ける事態となった。奈良

市における断水は 12 年ぶりであった。断水が打ち切られる 8 月 19 日までの期間、奈

良市水道局では異常渇水対策費として 3,300 万円を支出し、配水池からのポンプアッ

プや木津川の水を緑ヶ丘浄水場まで送る等の措置を講じ、対応に追われた。 

【出典：奈良市水道50年史】 
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1.2  ダム建設事業の概要 

1.2.1  ダム事業の経緯 

 （1）河川改修計画の経緯 

明治 18 年、29 年に起こった洪水を契機として、河川法の成立とともに、淀川では定

量的な解析による治水計画が立てられ、明治 30 年に本格的な治水工事の先駆けとなっ

た淀川改良工事が始まった。 

昭和 28 年の 13 号台風は、記録的な出水をもたらし、宇治川の破堤など大被害を発

生させたため、初めてダム群による洪水調節の思想を取り入れた新しい治水計画「淀川

水系改修基本計画」が昭和 29年に策定された。 

その計画は、淀川本川（基準地点枚方）の基本高水を 8,650m3/s とし、このうち

1,700m3/s を上流ダム群で調節し、計画高水流量を 6,950m3/s とするとともに、宇治川

900m3/s、木津川 4,650m3/s、桂川 2,780m3/s とするもので、この計画に基づき、天ヶ瀬

ダム、高山ダムが建設された。 

その後、淀川では出水が相次ぎ、中でも昭和 34年に来襲した伊勢湾台風は、木津川

で 6,200m3/ｓの出水をもたらしたため、木津川のダム計画が見直され、高山ダムの他に

青蓮寺ダムと室生ダムが追加された。昭和 39 年公布の新河川法の施行に伴い本計画は、

翌昭和 40年 4月から「淀川水系工事実施基本計画」となった。 

しかしながら、その後も大出水が相次いだことに加え人口、資産の増大等により、昭

和 46 年に淀川の「淀川水系工事実施基本計画」を全面改定するに至った。計画では、

水系全体の上下流・本支川バランスを確保した上で、現状より治水安全度を全体として

向上させることを治水対

策の基本とし、計画規模の

見直し、狭窄部の開削、琵

琶湖の治水対策等を行う

こととしている。この中

で、木津川上流の上野盆地

は、狭窄部である岩倉峡の

せき上げにより浸水が生

じやすい状況であったた

め、狭窄部の開削及び開削

に伴う流出増に対応して

木津川に洪水調節施設群

を配置する計画としてお

り、布目ダムもそのうちの

一施設として位置づけら

れた。 

 

図 1.2-1 昭和 46年淀川水系工事実施基本計画における流量配分図 
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 （2）現在の河川整備の基本事項 

平成 19 年 8 月に、淀川水系における治水、利水、環境の重要性をふまえて淀川水系

河川整備基本方針が策定されている。主な内容は以下に示すとおりとなっている。 

本川及び支川の整備にあたっては、河川整備の進捗をふまえて、本支川及び上下流間

バランス、自然条件や社会条件を考慮し、整備手順を明確にした上で、河川整備を行う

こととしている。また、流域全体の治水安全度の向上を図る観点から、所要の堤防等の

整備や洪水調節施設の整備を行った後、下流に影響を及ぼさない範囲で、原則として瀬

田川洗堰の全閉操作は行わないこととし、洪水時においても瀬田川洗堰設置前と同程

度の流量を流下させることとしている。さらに、計画規模を上回る洪水や整備途上段階

で施設能力以上の洪水が発生した場合においても、下流のより堤防の高い区間におけ

る過度な流量の集中を回避し、被害をできるだけ軽減させるため、河道や川沿いの状態、

氾濫形態等をふまえ必要な対策を実施するとしている。 

基本高水のピーク流量は、琵琶湖からの流出量を加味して淀川の基準点枚方で

17,500m3/s とし、このうち流域内の洪水調節施設により 5,500m3/s 調節して、河道への

配分流量は工事実施基本計画と同じく、12,000m3/s としている。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.2-2 平成 19年淀川水系河川整備基本方針における流量配分図 

【出典：平成19年3月 国土交通省河川局 淀川水系河川整備基本方針】 
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 （3）布目ダム事業の経緯 

昭和 54 年 11 月に布目ダム建設事業実施方針の指示が出され、同年 12月奈良市に布

目ダム建設所を開設し、昭和 58 年一般補償基準を妥結、昭和 60 年漁業補償契約の締

結を行った。 

建設工事は昭和61年5月に本体建設1期工事に着手、仮締切を完成させ転流開始後、

昭和 62 年 10 月にコンクリート打設を開始し、平成元年 12月本体コンクリート打設及

び鞍部処理工盛立完了、平成 3年 10 月に竣工、平成 4年 4 月に管理に移行し現在にい

たっている。 

布目ダム建設事業と関連する取組等の経緯を表 1.2-1 に示す。 

 
表 1.2-1 布目ダム建設事業と関連する取組等の経緯 

年 月 事業内容 備 考 

昭和 51 年 1月 基本計画決定  

昭和 51 年 2月 布目ダム調査所設置  

昭和 54 年 12 月 布目ダム建設所開設  

昭和 55 年 1月 実施計画認可  

昭和 57 年 5月 補償基準提示  

昭和 58 年 4月 一般補償基準妥結  

昭和 59 年 12 月 仮排水トンネル工事着手  

昭和 60 年 1月 漁業補償契約締結  

昭和 61 年 5月 本体工事着手  

昭和 62 年 10 月 コンクリート打設開始  

平成元年 2月 鞍部盛立開始  

平成元年 12 月 本体コンクリート打設完了、鞍部処理工盛立完了  

平成 2年 5月 基礎処理工(グラウチング)完了  

平成 2年 10 月 試験湛水開始  

平成 3年 4月 試験湛水終了  

平成 3年 10 月 竣工式  

平成 4年 4月 管理業務開始  

平成 14 年 3月 布目ダム水源地域ビジョンの策定  

平成 19 年 8月 淀川水系河川整備基本方針の策定  

平成 21 年 3月 淀川水系河川整備計画の策定  

平成 28 年 6月 
木津川上流部大規模水害・土砂災害に関する減災対策協議
会の設立 

 

令和 2年 5月 淀川水系治水協定の合意 事前放流の運用開始 

令和 2年 5月 淀川流域治水協議会の設立  

令和 3年 3月 淀川水系流域治水プロジェクト(令和 3年 3月版)の策定  

令和 3年 8月 淀川水系河川整備計画(変更)の策定  

令和 3年 12 月 淀川水系流域治水プロジェクト(令和 3年 12 月版)の策定  

令和 4年 3月 淀川水系流域治水プロジェクト(令和 4年 3月版)の策定  

令和 4年 4月 布目ダム管理開始 30 周年  

【出典：令和2年度布目ダム年次報告書に加筆】 
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1.2.2  事業の目的 

布目ダムの目的は以下のとおりである。 

 

①洪水調節 

淀川治水の一環として、ダム地点における計画高水流量 460m3/s のうち 310m3/s を

調節し、150m3/s をダムから放流する。 

②水道用水(新規利水) 

水道用水として、奈良市に最大 1.1263m3/s、山添村に最大 0.0097m3/s を供給する。 

③流水の正常な機能の維持 

布目川の既得用水の補給等、下流河川の環境保全等のための流量を確保する。 
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1.2.3  放流の概要 

 （1）布目ダムの諸元 

布目ダムの施設諸元を表 1.2-2、洪水調節図を図 1.2-3、貯水位－容量曲線図を図

1.2-4、平面図を図 1.2-5、構造図を図 1.2-6、放流施設概要図を図 1.2-7 に示す。 

 

表 1.2-2 布目ダムの施設諸元 

河 川 名 淀川水系 木津川支川 布目川 

位 置 
左岸 奈良県奈良市北野山町地先 

右岸 奈良県奈良市丹生町地先 

目 的 洪水調節,流水の正常な機能の維持,上水道 

完 成 年 度 平成 3年度 

ダム諸元 

流 域 面 積 

湛 水 面 積 

総 貯 水 量 

有 効 貯 水 量 

第 1 期 洪 水 調 節 容 量 

第 2 期 洪 水 調 節 容 量 

利 水 容 量 

  ( 不 特 定 用 水 ) 

  ( 上 水 道 用 水 ) 

地 質 

 ( ダ ム 本 体 ) 

形 式 

高 さ , 長 さ , 体 積 

 ( わ き ダ ム ) 

形 式 

高 さ , 長 さ , 体 積 

75km2 

0.95km2 

17,300×103m3 

15,400×103m3 

 5,400×103m3(洪 水 期 6.16～ 8.15) 

 6,400×103m3(洪 水 期 8.16～10.15) 

12,700×103m3(非洪水期 10.16～ 6.15) 

 2,700×103m3 

10,000×103m3 

花崗岩 

 

重力式コンクリートダム 

72.0m,322.0m,331,000m3 

 

中央コア型ロックフィルダム 

18.4m,128.0m,271,000m3 

計 

 

画 

 

概 

 

要 

洪 水 調 節 
対 象 地 区 

ダ ム 地 点 

淀川沿岸 

460－310＝150m3/s 

上 水 
給 水 地 区 

給 水 量 

奈良市,山添村 

最大 1.136m3/s 

管 理 用 発 電 

出 力 

発 生 電 力 量 

使 用 水 量 

最大:  990 KW 

年間:5,563 MWh 

最大:  2.2 m3/s 

放 

 

流 

 

設 

 

備 

非 常 用 洪 水 吐 自 由 越 流 堤 

敷 高 

規 模 

敷 高 

規 模 

放 流 能 力 

: EL.287.3m(10 門) 

: 幅 13.0m×2.8m×10 門 

: EL.288.0m(1 門) 

: 幅 13.0m×2.1m×1 門 

:(計画最大)1,180m3/s 

常 用 洪 水 吐 
摺 動 式 高 圧 

ラジアルゲート 

敷 高 

規 模 

放 流 能 力 

: EL.247.7m 

: 幅 3.0m×高 3.1m×1 門 

:(計画最大)150m3/s 

利 水 放 流 
ジェットフロー 

ゲ ー ト 

主 管 ゲ ー ト 

規 模 

放 流 能 力 

: EL.231.5m(ゲート中心) 

: φ1,100mm×1 門 

: 20m3/s(貯水位 EL.279.2m) 

分 岐 管 ゲ ー ト

規 模 

放 流 能 力 

: EL.227.4m(ゲート中心) 

: φ400mm×1 門 

: 2m3/s(貯水位 EL.279.2m) 

選 択 取 水 
直 線 多 段 式 

ローラーゲート 

取 水 範 囲 

規 模 

取 水 能 力 

: EL.284.0m～EL.256.0m 

: 幅 3.0m×有効高 29.0m×1 門(4 段) 

: 20m3/s 

  【出典：パンフレット「布目ダム」】 
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図 1.2-3 洪水調節計画図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.2-4 貯水位－容量曲線 

【出典：令和3年度管理年報】 
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 （2）布目ダムの構造 

ダム本体は重力式コンクリートダムである。右岸部にはわきダムが設けられており、

型式は中央コア型ロックフィルダムである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.2-5 布目ダム平面図 

■ダム下流面図 

 
 
 
 
 
 

■ダム標準断面図 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

■わきダム標準断面図 

 
 
 
 
 
 

図 1.2-6 布目ダム構造図 

  

【出典：パンフレット「布目ダム」】 

 

【出典：パンフレット「布目ダム」】 

 

平常時最高貯水位 284.0m 

洪水時最高水位 287.3m 
平常時最高貯水位 284.0m 

平常時最高貯水位 284.0m 

洪水時最高水位 287.3m 
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放流設備は、図 1.2-7 に示すように、洪水放流設備と低水管理用設備を有する。 

 

【出典：パンフレット「木津川ダム総合管理所概要」一部改変】 

 

図 1.2-7 放流施設概要図 
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 （3）観測所等の配置 

布目ダム管理施設としての観測所等の配置を図 1.2-8 に示す。 

布目ダム管理施設としての観測所は、警報局が 20箇所、水位観測所が 3箇所、雨

量観測所が 1 箇所、配置されている。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.2-8 管理施設等配置図 

 

凡   例 

○ 警報局 

△ 水位観測所 

◎ 雨量観測所 
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1.3  管理事業等の概要 

1.3.1  ダム及び貯水池の管理 

至近 5 ヶ年(H29～R3)における布目ダムの維持管理事業費と主な事業内容を表 1.3-1

及び図 1.3-1 に示す。 

 

表 1.3-1 布目ダムの主な維持管理事業の内容(H29～R3) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.3-1 布目ダムの維持管理事業費(H29～R3、年度集計) 

 
 
 

407 424 402
471 478

0

100

200

300

400

500

600

H29 H30 R1 R2 R3

(百万円)

(年度)

維持管理事業費

年度 費目 主な事業内容

堤体観測設備更新

連続テレメータ設備更新

気象観測設備更新

河川水辺の国勢調査

フォローアップ調査

エレベータ設備整備

予備発電設備更新

測量設計費 河川水辺の国勢調査

エレベータ設備整備

副ダム維持工事

選択取水設備整備

測量設計費 河川水辺の国勢調査

木津川ダム多重回線網整備

ダム管理用制御処理設備整備

選択取水設備整備

測量設計費 河川水辺の国勢調査

ダム管理用制御処理設備整備

受変電設備更新

木津川ダム多重回線網整備

測量設計費 河川水辺の国勢調査

維持管理費

平成29年度

平成30年度

令和元年度

令和2年度

令和3年度

維持管理費

測量設計費

維持管理費

維持管理費

維持管理費



布目ダム定期報告書(R4) 1 章 事業の概要 

 1-35

1.3.2  ダム湖の利用実態 

ダム湖周辺では、ツアー・オブ・奈良・まほろば、布目湖サイクルフェスタ、布目湖

釣り大会、山添ふれあいまつり、マラソン大会等のイベントが行われている。また、ダ

ムは小学校等の社会見学の場として数多く利用されている。 

 

 （1）布目湖畔サイクルフェスタ 

布目湖完成を記念してスタートした、奈良県サイクリング協会主催のサイクリング

大会で、平成 4年から始まり、家族が参加できるものとしては、県下最大のサイクルイ

ベントで、布目ダム貯水池周辺を周回コースとして実施されている。また、平成 22年

度よりダム見学会も同時に開催している。平成 30年に当初の目的を達成したとの判断

から大会は終了している。 

 
 
 
 
 
 
 

 （2）ツアー・オブ・奈良・まほろば 

チームで自由にポイントを巡りながら奈良県南部東部の自然や歴史を楽しんでもら

うサイクリングイベントである。奈良県の東部・南部の振興と、奈良県の自転車の魅力

を伝える目的で 2013 年から開催されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 （3）ほんなら釣り祭（布目湖釣り大会） 

湖面及び湖面広場を利用した、魚のつかみ取り、部門別（コイ、フナ、ニジマス）釣

り大会、バザーなどを行う「ほんなら釣り祭り」が実施されている。子供から大人を対

象とし、釣り大会を通じて地域の活性化に取り組んでおり、令和元年に第 40 回が開催

された。 

 
 
 
 
 
 

記念写真撮影 

受付地点 布目ダム中継所 

大会の状況（平成 29 年） 
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 （4）山添ふれあいまつり 

山添村では、山添の「ふるさと」を知ってもらい、地域活性化を図ることを目的に、

多目的広場を利用して、住民や公共機関による「山添ふれあいまつり」を毎年 11 月に

開催している。まつりでは、ふるさとの味や地元農作物が集う「なんでも市」やリサイ

クル品販売のほか、各種催しが実施されている。こうした機会を利用し、布目ダムでは

ＰＲ活動を行っている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （5）やまぞえ布目ダムマラソン大会 

平成 3 年ダム完成を期に、自然に溶け込んだダム湖畔の美しさを知ってもらうとと

もに、ランナー同士の交流や村民とのふれ合いを通じて山添村の活性化を図ることを

目的に毎年実施されており、参加者は村内、県内のみならず大阪、京都などからも参加

者が集まっている。令和元年で 29回目を迎えたが、新型コロナウイルス感染症拡大を

受け、令和 2 年は開催を中止、令和 3 年は「やまぞえ布目ダムオンラインマラソン大

会」が開催された。 

 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



布目ダム定期報告書(R4) 1 章 事業の概要 

 1-37

 （6）親子ダム見学会 

奈良県との連携により、8 月 1日～7 日の「水の週間」にあわせてダム施設見学会を

開催しており、普段は入れないダムの中の見学を実施している。平成 30 年は 48 名が

参加した。 

   

 

記念写真撮影 

ダム内部見学 

pH 測定体験 
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1.3.3  流域の開発状況 

布目ダム流域の土地利用状況を図 1.3-2 に示す。 

布目ダム流域の土地の利用割合は、森林が 70％、田 12％、その他農用地 4％、ゴル

フ場 5％、建物用地 6％である。市街地等の開発は進んでいないが、流域上流部の名阪

国道沿いで住宅・ゴルフ場が点在する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典：国土交通省 国土政策局 国土数値情報 土地利用細分メッシュデータ  

平成 28 年度 土地利用 100ｍメッシュデータ】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.3-2 布目ダム流域内における土地利用 

田

12%

その他の農用地

4%

森林

70%

荒れ地

1%

建物用地

6%

幹線交通用地

1%

その他の用地

1%

湖沼・河川他

1%
ゴルフ場

5%
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1.3.4  下流基準点における流況 

ダム下流河川の興ヶ原における流況の経年変化を図 1.3-3 に示す。 

興ヶ原の流況は、布目ダムが管理を開始した平成 4 年以降、低水・渇水流量が大きく

なる傾向がある。至近 5ヶ年(H29～R3)は、各年とも渇水流量が 1m3/s を超えている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※R1は1ヶ月以上欠測があるため流況も欠測扱いとしている。 

図 1.3-3 興ヶ原地点の流況 
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1.3.5  ダム地点の流況 

布目ダムの流入量・放流量の流況を表 1.3-2、図 1.3-4 に示す。 

平成 29 年～令和 3年において、流入量と放流量を比較すると、豊水流量は流入量の

方が大きく、平水・低水・渇水流量は放流量の方が大きい。特に渇水流量は、流入量の

0.63m3/s に対し、約 1.4 倍以上の 0.86m3/s を放流している。 

 
表 1.3-2 布目ダムの流入量・放流量の流況 

項目 平均流量 豊水流量 平水流量 低水流量 渇水流量 

ダム流入量(H29～R3 平均) 2.43 2.25 1.40 1.03 0.63 

ダム放流量(H29～R3 平均) 2.44 2.17 1.47 1.16 0.86 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.3-4 布目ダムの流入量・放流量の流況の比較 
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1.4  ダム管理体制等の概要 

1.4.1  日常の管理 

 （1）貯水池運用計画 

布目ダムの貯水位管理は平常時最高貯水位が EL.284.0m であり、洪水期においては、

第 1 期洪水貯留準備水位は EL.280.6m、第 2 期洪水貯留準備水位は EL.279.2m まで貯水

位を下げ、洪水調節の容量を確保する。 

平常時（非洪水時）は、利水容量 12,700 千 m3のうち、水道用水、不特定かんがい等

の不足に対しては、各々水道用水（新規利水）容量 10,000 千 m3，不特定容量 2,700 千

m3を利用してこれを補給する。洪水期については、第一期洪水期は利水容量 10,000 千

m3を、第二期洪水期は利水容量 9,000 千 m3を利用して水道用水を補給する。 

平常時最高貯水位から洪水貯留準備水位への移行は、急激な貯水位の変化を避け、利

水者と協議の上、下流に支障が生じないように操作を行うこととしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.4-1 貯水池容量配分図 

  

 ダム天端高 EL.292.0m 

平常時最高貯水位 
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第 1 期洪水調節容量 5,400 千 m3 
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 15,400 千 m3 
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 17,300 千 m3 

基礎岩盤高 EL.220.0m 

▽最低水位 EL.256.0m 

(計画堆砂面) 

▽ 洪水時最高水位
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図 1.4-2 至近 5 ヶ年の貯水位変動図 

 

　　①洪水調節
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　　②水道用水(新規利水)

　　③流水の正常な機能の維持
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非洪水期においては、貯水
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水道用水として、奈良市に最大1.1263m3/s、山添村に最大0.0097m3/sを供給する。

既得用水の補給等、下流河川の環境保全のための流量を確保する。
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 （2）放流量の調節 

布目ダムでは、水道用水及び流水の正常な機能の維持に対して、貯水池の貯留水を用

いて補給する。 

1）水道用水 

水道用水の供給のために必要な流量を表 1.4-1 に示す。 

各地点において取水可能な必要量を確保するためダムからの補給を行う。 

表 1.4-1 供給地点別取水量 

利水事業者 地点 取水量 

奈良市 

(奈良市企業局) 

興ヶ原地点 最大 0.88 m3/s 

加茂地点 最大 0.20 m3/s 

ダム地点 最大 0.0463m3/s 

山添村 ダム地点 最大 0.0097m3/s 

合  計 最大 1.136 m3/s 

奈良市の水道用水は、興ヶ原及び加茂地点(木津川本川)において、不特定用水の流量

に上乗せした値となるようにして補給を行う。 

 

図 1.4-3 水道用水の取水地点 

 
2）流水の正常な機能の維持 

非洪水期において、流水の正常な機能を維持するために必要な流量として、興ヶ原地

点において 0.3m3/s の水量を確保することになっている。 

実際の管理は、奈良市水道用水の布目川取水堰下流において 0.3m3/s が確保されるよ

う、奈良市水道用水の取水量を考慮して必要量を放流している。 

布目川沿岸の不特定用水もこの 0.3m3/s に含まれている。 

3）管理用発電用水 

管理用発電は、流水の正常な機能の維持、水道用水の補給のために選択取水設備から

取水し利水放流管から放流される水を利用した従属式発電である。 
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（2）堆砂測量計画 

布目ダムでは、平成 22 年度よりナローマルチビーム測深機による貯水池底面地形の

面的測量が行われている。ナローマルチビーム測深機は、従来の音響測深機による手法

と異なり、音響ビームを湖底に面的に照射することで、高精度な測深を行う手法である。

堆砂量はナローマルチビーム測深により得られる地形モデルと既存平面図から作成し

たダム建設当時の 3 次元地形モデルとの比較により貯水容量を算出し、総貯水容量と

比較をすることにより、堆砂量を算出している。 

ナローマルチビームによる測深範囲を図 1.4-4 に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.4-4 ナローマルチビーム測深実施範囲 

  

布目ダム 
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（3）水質調査計画 

布目川は、平成 5 年に河川Ａ類型、布目ダム貯水池は、平成 16 年に湖沼Ａ類型及び

Ⅱ類型（全窒素の項目の基準値を除く）に指定されている。なお、布目ダム流入支川の

深川は環境基準の類型指定がなされていない。布目ダム湖の環境基準値を表 1.4-2 に

示す。 

表 1.4-2 水質環境基準類型指定状況 

ダム名 
環 境 
基 準 

環境基準 
指定年 

基準値 

pH BOD COD SS DO 大腸菌群数 

布目ダム 

湖 沼 
A類型 

平成16年 

6.5以上
8.5以下 

－ 
3mg/L 
以下 

5mg/L 
以下 

7.5mg/L 
以上 

1,000MPN/ 
100mL以下 

II類型 
T-N T-P 

－ 0.01mg/L以下 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.4-5 水質環境基準類型区分図 
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布目ダムの定期水質調査地点は図 1.4-6 に示すように、ダム流入地点（布目川：押

谷橋、深川：古川橋）、貯水池内基準地点（網場）、貯水池内補助地点、副ダム地点及び

放流口地点（市道橋）の計 6 地点で実施している。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.4-6 布目ダム水質調査地点 

表 1.4-3 水質調査項目及び調査回数 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
  

下流河川

表層

水深0.5m

中層

1/2水深

底層

底上1.0m

表層

水深0.5m

中層

1/2水深

底層

底上1.0m

表層

水深0.5m

中層

水深3m

底層

水深6m

⑫ ⑫ ⑫ ⑫ ⑫ ⑫ ⑫ ⑫ ⑫ ⑫ ⑫ ⑫

⑫ ⑫ ⑫ ⑫ ⑫ ⑫ - - - ⑫ ⑫ ⑫

全窒素・全リン ⑫ ⑫ ⑫ ⑫ ⑫ ⑫ - - - ⑫ ⑫ ⑫

クロロフィルa ⑫ ⑫ ⑫ ⑫ ⑫ ⑫ - - - ⑫ ⑫ ⑫

フェオフィチン ⑫ ⑫ ⑫ - - - - - - - - -

⑫ ⑫ ⑫ ⑫ ⑫ ⑫ - - - ⑫ ⑫ ⑫

② - - - - - - - - - - -

- - ① - - ① - - - - - -

⑫ ④ - ⑫ - - - - - - - -

トリハロメタン生成能 ④ - - - - - - - - - - -

2MIB ⑧ ⑧ ⑧ - - - - - - - - -

ジオスミン ⑧ ⑧ ⑧ - - - - - - - - -

⑫ - - - - - - - - - - -

調査期間 平成4年4月～令和3年12月(貯水池補助地点は、H29は調査なし、H30以降は水温及び計器測定の調査である)

調査頻度 ⑫：毎月1回実施　⑧：2,5～11月に実施　⑤：6～10月に実施　④2,5,8,11月に実施　②2,8月に実施　①：8月に実施

一般項目 透視度(流入河川、下流河川)、透明度・水色・(ダム貯水池)、外観、臭気、水温、濁度、電気伝導度

生活環境項目

形態別栄養塩項目 アンモニア態窒素、亜硝酸態窒素、硝酸態窒素、オルトリン酸態リン、溶解性総リン、溶解性オルトリン酸態リン

健康項目

底質項目 強熱減量、COD、総窒素、総リン、硫化物、鉄、マンガン、カドミウム、鉛、六価クロム、ヒ素、総水銀、アルキル水銀、PCB、チウラム、シマジン、チオベンカルブ、セレン、粒度組成

その他項目 糞便性大腸菌(基準地点(網場)表層⑫)

※1：平成19年4月より生活環境項目に全亜鉛を追加した。また、基準地点中層及び底層の全亜鉛は4回/年である。

※2：平成22年4月より健康項目に1,4-ジオキサンを追加した。

カドミウム、全シアン、鉛、六価クロム、ヒ素、総水銀、アルキル水銀、PCB、ジクロロメタン、四塩化炭素、1,2-ジクロロメタン、1,1-ジクロロエチレン、シス-1,2-ジクロロエチレン、1,1,1-

トリクロトロエタン、1,1,2-トリクロロエタン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、1,3-ジクロロプロペン、チウラム、シマジン、チオベンカルブ、ベンゼン、セレン、ふっ素、ほう素、

1,4-ジオキサン
※2、

ダイオキシン類

富栄養化項目

水道水源関係項目

一般項目

生活環境項目

底質項目

DO、pH、BOD、COD、SS、大腸菌群数、全窒素、全リン、全亜鉛※1(貯水池は基準地点(網場))、ﾉﾆﾙﾌｪﾉｰﾙ(基準地点(網場)表層)、直鎖ｱﾙｷﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝｽﾙﾎﾝ酸及びその塩(LAS)(貯水池は基準地点(網場)表層)

放水口

(市道橋)

No.100

健康項目

その他項目

植物プランクトン

副ダム地点No.201 補助地点No.202

流入河川

基準地点（網場）No.200 布目川

(押谷橋)

No.300

深川

(古川橋)

No.301

形態別栄養塩項目

貯　水　池　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　調査地点

　　水質項目

貯水池
(補助地点)

202

貯水池

基準地点

(網場)
200

貯水池

(副ダム地点)
201

流入河川

(布目川(押谷橋))

300

０ ５００ｍ

下流河川
(放水口)

100

流入河川
(深川(古川橋))

301

散気循環設備

選択取水設備

凡 例

水質保全施設

定期水質調査地点

副ダム

複合型散気設備
(深層・浅層)

散気循環設備

散気循環設備

自動水質観測地点

峰寺

放水口

貯水池

複合型散気設備
(深層・浅層)

散気循環設備

流入河川：押谷橋（本川：布目川）、古川橋（支川：深川） 

貯水池内：基準地点（網場）、補助地点、副ダム 

下流河川：放流口（市道橋） 

【調査地点】 

【採水（採泥）方法】 

採水地点 採水地点

放流口 橋上 バケツ 副ダム 陸上 バンドーン採水器等

基準地点 船上 バンドーン採水器等 押谷橋 陸上 バケツ

補助地点 船上 バンドーン採水器等 古川橋 橋上 バケツ

採水方法 採水方法
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（4）巡視・調査計画 

日常のダム本体、貯水池周辺等における異常の有無の点検は、布目ダム操作細則第 21

条に基づいて、表 1.4-4 に示す事項について行っている。 

また、ダム堤体及び貯水池の巡視ルートを図 1.4-7 に示す。 

 

表 1.4-4 巡視・調査要領 

区  分 項目 

ダ ム 

ダムに関する観測項目及び観測頻度は「改訂 ダム構造物管理基準(社団法

人日本大ダム会議)」により、ダムの安全管理の段階区分に応じて規定され

ている。(表 1.4-5) 

貯 水 池 巡 視 

水質状況や流木等浮遊物の有無、貯水池周辺法面の崩壊等を確認するため、

1回/週の頻度で警報車、もしくは船舶を用いて巡視を行う。巡視結果は、 

表 1.4-6 に記録し整理を行う。 

地 震 時 

布目ダムにおいては、いずれかの基準地点（奈良市半田開町、笠置町笠置、

山添村大西）において震度 4 以上の地震情報が発表された場合又は、布目

ダムの基礎地盤若しくはその付近に設置した地震計が 25gal 以上 80gal 未

満の加速度を観測した場合巡視を行う。巡視経路は図 1.4-7 に示すとおり

である。 
※その他水上巡視を適宜実施   

 
表 1.4-5 堤体観測項目及び頻度 

 コンクリートダム フィルダム 

重力・中空重力 
ゾーン型及び表面しゃ水壁型 

50m 以上 100m 未満 

漏

水

量 

第

3

期 
1 回/月 

変 

 

形 

第

3

期 
1 回/3 月 1 回/3 月 

揚

圧

力 

第

3

期 
1 回/3 月 － 

浸

潤

線 

第

3

期 
－ － 

※ 第 1 期：H2.10.16（試験湛水開始）～ 
第 2 期：H3.4.7（試験湛水完了翌日）～ 
第 3 期：H8.4.1～ 
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表 1.4-6 布目ダム巡視(陸上)記録簿 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【出典：令和2年布目ダム年次報告書】 

  

平成　　年　　月　　　日（　　）　出発　　：　　～　　：　

No 場所 No 場所

貯水池

不法投棄

崩落等

施設の状態（鍵）

その他

不法投棄

崩落等

施設の状態（鍵）

その他 不法投棄

貯水池 崩落等

不法投棄 施設の状態（鍵）

崩落等 その他

施設の状態（鍵） 施設の状態

その他 その他

貯水池 河川状況

不法投棄 施設の状態（鍵）

崩落等 その他

施設の状態 施設の状態（鍵）

その他 下流広場

貯水池 その他

不法投棄 トイレ状況

崩落等 モニュメント下（鍵）

施設の状態 上流フィレット

その他 貯水池

河川状況 広場全体

施設の状態 半島付近

その他 その他

不法投棄 貯水池

施設の状態 道路・高欄

その他 導流壁

河川状況 減勢工

施設の状態 建屋等の施設

その他 ジョイント部の開き

貯水池 その他

不法投棄 トイレ状況

施設の状態（鍵） 広場全体

その他 その他

⑩
腰越広

場

⑪ 田尻川

副ダム⑨

⑮
マタニ広

場等

⑯

⑰ ダム天端

布目川⑥

⑧ 深川

⑦
大橋公

園

④
釜淵橋
付近

⑤
桐山広

場

大谷土
捨場

①

半島
２回/月

②

③
流木処
理場

状況・処置
内容

巡視箇所巡視箇所
巡視項目

巡視
結果

その他

雑用水
取水場

コスモス
公園

貯水池

状況・処置
内容

巡視
結果

巡視項目

貯水池

不法投棄

施設の状態（鍵）

その他

貯水池

不法投棄

⑫

⑱ 左岸広場

右岸まほ
ろば広場

⑬

⑭
下流河

川
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(ダム堤体) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(貯水池周辺) 

【出典：令和2年布目ダム年次報告書】 

図 1.4-7 ダム堤体及び貯水池巡視ルート図 

  

管理所

警報車輌待ち合わせ

往路

復路

出発

到着
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（5）点検計画 

ダム関連施設等の点検及び整備は、布目ダム操作細則第 21 条に定められた表 1.4-7

に示す基準に基づいて行っている。 

表 1.4-7(1) 点検基準(点検) 

区 分 実 施 方 法 頻 度 

堤体、洪水吐き等 目視等により外観の変状の有無を確認する。 毎 日 

出水期前に、目視等により水叩き部の洗掘状況を確認す
る。 年１回 

堤体等計測装置等 動作確認等を行い、堤体内監査廊の各種計測装置及び計
器、用具等の異状の有無を確認する。 月１回 

放流設備 放流設備 
出水期前 管理運転を伴う各部の測定等の詳細な点検

を行い、異状の有無を確認する。 
年３回 出水期中 

及び 
出水期後 

管理運転を伴う各部の測定等の詳細な点検
を行い、異状の有無を確認する。 

放流前 目視等により異状の有無を確認する。 
その都度 

放流後 目視等により外観の変状、漏水等の異状の有
無を確認する。 

取水設備 長期にわたり閉塞する場合は、目視等により発錆等の異状
の有無を確認する。 年１回 

洪水後に、目視等により外観の変状、漏水等の異状の有無
を確認する。 その都度 

予備発電設備 管理運転による動作確認を行い、異状の有無を確認する。 月１回 

保安規程に基づき、管理運転を伴う各部の測定等の詳細な
点検を行い、異状の有無を確認する。 保安規程による 

ダム管理用制御処理設備 保守要領による点検 保守要領による 

観測設備 水象、 
地震 保守要領による点検 保守要領による 

気象、 
水質、 
地すべり 

観測値 目視等により表示及び記録の状況の確認等
を行い、異状の有無を確認する。 

毎 日 

観測計器 各部の測定等の詳細な点検を行い、異状の有
無を確認する。 年１回 

放流警報設備 監視局 保守要領による点検 保守要領による 
警報局 保守要領による点検 保守要領による 

洪水警戒体制を執った場合又は執ることが予想される場
合は、監視局から動作確認を行い、無線回線及び警報局の
電源状態を確認する。 

その都度 

電気設備 目視等により監視パネル表示の確認等を行い、異状の有無
を確認する。 毎 日 

照明設備を点灯して状況の確認を行い、異状の有無を確認
する。保安規程に基づき、各部の測定等の詳細な点検を行
い、異状の有無を確認する。 

保安規程による 

備考 
「毎日」とは、閉庁日を除く。 

【出典：令和 2年布目ダム年次報告書】 
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表 1.4-7(2) 点検基準(点検) 

区 分 実 施 方 法 頻 度 

通信設備 保守要領による点検 保守要領による 

ＣＣＴＶ設備 保守要領による点検 保守要領による 

車両 点検を行い、異状の有無を確認する 毎 日 

船舶 管理運転等により各部の異状の有無を確認するとともに、

救命具等備品の数量及び異状の有無を確認する。 月１回 

流木止設備 フロート、メインロープ、アンカー、流木処理設備等につ

いて、目視等により異状の有無を確認する。 年１回 

係船設備 動作確認等を行い、異状の有無を確認する。 年１回 

排水設備 排水設備 吸水口、ポンプ排水管路等について、目視等により異状の

有無を確認する。 月１回 

異状警報 
装置 警報装置の動作確認等を行い、異状の有無を確認する。 ２週に１回 

警報用立札 数量、塗装の剥離、破損など異状の有無を確認する. 年２回 

標識(警報用立札を除く)､ 
手摺 打音、触診等により、異状の有無を確認する。 月１回 

調査測定用機械器具 触診、動作確認等により、異状の有無を確認する。 適 宜 
備考 
「毎日」とは、閉庁日を除く。 

 
 

表 1.4-7(3) 点検基準(巡視) 

区 分 実 施 方 法 頻 度 

堤体、洪水吐き等 劣化、摩耗、ひび割れ、継目の開きなど外観の変状の有無を

確認する。 
週１回 

放流設備 設備全般の異状の有無を確認する。 週１回 

管理用道路、 

貯水池周辺斜面、 

その他ダム関連設備 

異状の有無を確認する。 
週１回及び 

洪水後 

観測設備 観測所 設備全般の異状の有無を確認する。 月１回 

放流警報設備 警報局 設備全般の異状の有無を確認する。 月１回 

電気設備 照明設備 設備全般の異状の有無を確認する。 週１回 

流木止設備 設備全般の異状の有無を確認する。 月１回 

係船設備 設備全般の異状の有無を確認する。 月１回 

標識(警報用立札を除く)､ 

手摺 
設備全般の異状の有無を確認する。 週１回 

 
【出典：令和2年布目ダム年次報告書】 
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1.4.2  出水時の管理 

 （1）出水時の操作方法 

台風等による出水に対する洪水調節は、布目ダム施設管理規定第 15条に以下のよう

に定められている。 

一 流入量が毎秒 100 立方メートルから毎秒 460 立方メートルまでの間にあって増

加し続けているときは、毎秒｛（流入量－100）×50／360＋100｝立方メートルの水

量を放流すること。  

二 前号の方法による操作の後、流入量が減少しはじめた時以降は、毎秒｛（前号の

方法による操作中における最大流入量－100）×50／360＋100｝立方メートルの水

量の流水を、流入量が当該水量に等しくなる時又は流入量が前号の方法による操

作中における最大流入量と等しくなる時まで放流すること。     

三 前号の方法による操作の後、流入量が第１号の方法による操作中における最大

流入量を超えた時以後は、前２号に規定する方法により放流すること。 

四 次条の規定によりダムから放流を行っている場合において、放流量が毎秒 100 立

方メートルを下るまでの間に流入量が再び増加したときで、流入量が放流量と等

しくなった時以後は、流入量が毎秒｛（当該放流量－100）×50／360＋100｝立方メ

ートルに等しくなる時まで、当該放流量に相当する水量の流水を放流すること。 

五 前号の方法による操作の後、流入量が前号に規定する毎秒｛（当該放流量－100）

×50／360＋100｝立方メートルを超えた時以後は、前各号に定める方法により放流

すること。 

六 流入量が毎秒 460 立方メートルを超えた時以後は、流入量が毎秒 150 立方メー

トルに等しくなる時まで、毎秒 150 立方メートルの水量の流水を放流すること。 

 

 

また、計画規模を超える洪水に対しては、布目ダムの非常用洪水吐きは自由越流堤と

なっていることから、このときの操作や手続については操作細則(第 5 条)に以下のよ

うに定められており、いわゆる「ただし書操作要領」についての定めはない。 

一 水位が洪水時最高水位を超えたとき以降は、常用洪水吐きゲートからの放流及

び非常用洪水吐きからの自然越流により行うものとする。 

二 水位が洪水時最高水位を超えている間は、洪水時最高水位に達した時点の常用

洪水吐きのゲート開度を保持するものとする。 
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【出典：令和2年布目ダム年次報告書】 

図 1.4-8 洪水調節計画と警戒体制概念図 
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 （2）出水時の管理体制 

防災態勢の発令基準を表 1.4-8、防災本部の構成一覧を表 1.4-9、防災本部の業務内

容一覧を表 1.4-10 に示す。 

布目ダムでは出水時には、防災業務計画木津川ダム総合管理所細則第 3 編第 1 章第 1

節(体制等の整備)に基づき、必要に応じて防災態勢をとり管理を行っている。 

洪水警戒体制は、洪水の発生が予測される場合として、規則第 12 条及び細則第 3条

により、主に奈良地方気象台から奈良県北東部もしくは北西部に降雨に関する注意報

または警報が発せられ、災害の発生が予想されることに伴い施設操作を行う場合、また

は行うことが予想される場合に取ることとしている。 

 

表 1.4-8 木津川ダム総合管理所 風水害時の防災態勢発令基準 

 

【出典：令和2年布目ダム年次報告書】 
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態勢の区分 注意態勢 第一警戒態勢 第二警戒態勢 非常態勢 
摘要 

本部の場所 木津川ダム総合管理所 木津川ダム総合管理所 木津川ダム総合管理所 木津川ダム総合管理所 

防 

災 

本 

部 

の 

構 

成 

本部長 所長 所長 所長 所長  １． 本部長が不在のときの代行者について 
 (1)本部長が不在のときの代行者は次の順による。 
  ①本部長 
   所長 → 副所長 → 管理課長  

→ 電気通信課長→ 機械課長 
   → 総務課長 
 
 
  ②各ダム班長 
   各ダム管理所長 → 所長代理 

 → 防災担当 
 
 (2)「本部長等が不在」とは、当該職員が 

本部等に出勤していない状態とする。 
 
 
 (3)代行者順位上位者が不在のため本部長となったもの

は状態に応じ、連絡の可能な上位者の意見を聞き判断

を行うものとする。 
 
 
２．各班長は、第一警戒態勢時の班員をあらか 

じめ定め、その名簿を管理課長に提出して 
おく。 

副部長 副所長（事）･（技） 副所長（事）･（技） 副所長（事）･（技） 副所長（事）･（技） 

総務班 
※地震防災時の場合 

班長 総務課長 班長 総務課長 班長 総務課長 班長 総務課長 

班員 総務課員 内1名 班員 総務課員 内1名 班員 総務課員 全員 班員 総務課員 全員 

管理班 

班長 

管理課長 

内1名 班長 

管理課長 

内1名 班長 

管理課長 

全員 班長 

管理課長 

全員 
調整課長 調整課長 調整課長 調整課長 

電気通信課長 電気通信課長 電気通信課長 電気通信課長 

機械課長 機械課長 機械課長 機械課長 

班員 

総務課員 

内2名 班員 

総務課員 

内4名 班員 

総務課員全員 

全員 班員 

総務課員全員  

全員 

管理課員 管理課員 管理課員全員 管理課員全員 

調整課員 調整課員 調整課全員 調整課全員 

電気通信課員 電気通信課員 電気通信課員全員 電気通信課員全員 

機械課員 機械課員 機械課全員 機械課全員 

広報班 
  班長 副所長 班長 副所長 

  班員 広報班長が指定する者 班員 広報班長が指定する者 

被災者等対応班 
  班長 総務課長 班長 総務課長 

  班員 広報班長が指定する者 班員 広報班長が指定する者 

高山ダム班 

班長 

高山ダム 
管理所長 

内1名 班長 

高山ダム 
管理所長 

内1名 班長 

高山ダム 
管理所長 

全員 班長 

高山ダム 
管理所長 

全員 

 
高山ダム 
管理所長代理 

高山ダム 
管理所長代理 

高山ダム 
管理所長代理 

高山ダム 
管理所長代理 

 班員 
高山ダム 
管理所員他 

内2名 班員 
高山ダム 
管理所員他 

内5名 班員 
高山ダム 
管理所員他 

全員 班員 
高山ダム 
管理所員他 

全員 

青蓮寺ダム班 

班長 

青蓮寺ダム 
管理所長 

内1名 班長 

青蓮寺ダム 
管理所長 

内1名 班長 

青蓮寺ダム 
管理所長 

全員 班長 

青蓮寺ダム 
管理所長 

全員 

 
青蓮寺ダム 
管理所長代理 

青蓮寺ダム 
管理所長代理 

青蓮寺ダム 
管理所長代理 

青蓮寺ダム 
管理所長代理 

 班員 
青蓮寺ダム 
管理所員他 

内2名 班員 
青蓮寺ダム 
管理所員他 

内3名 班員 
青蓮寺ダム 
管理所員他 

全員 班員 
青蓮寺ダム 
管理所員他 

全員 

室生ダム班 

班長 

室生ダム 
管理所長 

内1名 班長 

室生ダム 
管理所長 

内1名 班長 

室生ダム 
管理所長 

全員 班長 

室生ダム 
管理所長 

全員 

 

 
室生ダム 
管理所長代理 

室生ダム 
管理所長代理 

室生ダム 
管理所長代理 

室生ダム 
管理所長代理 

 

 班員 
室生ダム 
管理所員他 

内2名 班員 
室生ダム 
管理所員他 

内3名 班員 
室生ダム 
管理所員他 

全員 班員 
室生ダム 
管理所員他 

全員  

布目ダム班 

班長 

布目ダム 
管理所長 

内1名 班長 

布目ダム 
管理所長 

内1名 班長 

布目ダム 
管理所長 

全員 班長 

布目ダム 
管理所長 

全員 

 

 
布目ダム 
管理所長代理 

布目ダム 
管理所長代理 

布目ダム 
管理所長代理 

布目ダム 
管理所長代理 

 

 班員 
布目ダム 
管理所員他 

内2名 班員 
布目ダム 
管理所員他 

内3名 班員 
布目ダム 
管理所員他 

全員 班員 
布目ダム 
管理所員他 

全員  

比奈知ダム班 

班長 

比奈知ダム 
管理所長 

内1名 班長 

比奈知ダム 
管理所長 

内1名 班長 

比奈知ダム 
管理所長 

全員 班長 

比奈知ダム 
管理所長 

全員 

 

 
比奈知ダム 
管理所長代理 

比奈知ダム 
管理所長代理 

比奈知ダム 
管理所長代理 

比奈知ダム 
管理所長代理 

 

 班員 
比奈知ダム 
管理所員他 

内2名 班員 
比奈知ダム 
管理所員他 

内3名 班員 
比奈知ダム 
管理所員他 

全員 班員 
比奈知ダム 
管理所員他 

全員  

 
注) 1.総合管理所等においては、各管理所の班長についてもその代行者を定めておくものとする。 
  2.第二警戒態勢時の防災要員は、原則として全員とする。 
  3.注意態勢に下流巡視を行う場合・出水の状況により班長は要員を増減することが出来る。 
  4.要員の人数には巡視のための運転手を含んでいない。 

表 1.4-9 防災本部構成一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【出典：令和2年布目ダム年次報告書】 
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区   分 編    成 木 津 川 ダ ム 総 合 管 理 所 業 務 等 
備考 

注 意 態 勢 第 一 警 戒 態 勢 第 二 警 戒 態 勢  非  常  態  勢 
本部長   防災業務の指揮・総括    防災業務の指揮・総括    防災業務の指揮・総括         防災業務の指揮・総括   
副本部長   本部長の補佐     本部長の補佐     本部長の補佐     本部長の補佐     

総務班 

      
班長   1.防災態勢要員の参集状況確認  1.防災態勢要員の参集状況確認  1.防災態勢要員の参集状況確認  
 総務課長   2.事務所等の点検  2.事務所等の点検     2.事務所等の点検     
班員    3.職員の安全確認及び誘導  3.職員の安全確認及び誘導  
 総務課員    4.被災者の応急手当等  4.被災者の応急手当等  
    5.宿舎及び家族の安全確認  5.宿舎及び家族の安全確認  
    6.炊き出し等  6.炊き出し等  
     7.一般からの問い合わせ等の対応  
      

管 
 
 

理 
 
 

班 

管  理  班         
 班長  1.防災業務の総合調整  1.防災態勢要員の招集  1.防災態勢要員の招集  1.防災態勢要員の招集  
  管理課長・調整課長  2.支社又は関係機関等への報告・連絡  2.支社・本社・関係機関等への  2.警戒宣言等の情報収集  2.警戒宣言等の情報収集  
 班員  3.通信回線の確保    報告及び連絡  3.本部指令等の伝達  3.本部指令等の伝達  
  管理課員  4.予備電力の確保  3.管理設備等の点検  4.その他本部の運営  4.その他本部の運営  
  技術管理役  5.機械職の応援態勢確立  4.通信回線の確保  5.支社・本社・関係機関等への報告  5.支社・本社・関係機関等への報告  
  6．南海トラフ地震に係わる情報収集 5．南海トラフ地震に係わる情報収集   及び連絡   及び連絡  

電気通信班 班長    6.管理設備等の点検  6.管理設備等の点検  
  電気通信課長    7.通信回線の確保  7.通信回線の確保  
 班員    8.気象情報等の収集及び連絡  8.気象情報等の収集及び連絡  
  電気通信課員    9.洪水調節計画の立案  9.洪水調節計画の立案  

機 械 班 班長      
  機械課長      
 班員      
  機械課員      

広
報
班 

班長      
 副所長    1.広報に関する業務  1.広報に関する業務  
副班長      
 管理課長      
班員      
 総務課員・管理課員      
      
      

被
災
者
等
対
応
班 

班長      
 総務課長     1.被災者リストの作成  
班員     2.医療機関への連絡  
 総務課員      
      
      
      
      

       
各ダム班 班長   1.防災態勢要員の招集  1.防災態勢要員の招集  1.防災態勢要員の招集  

  各ダム管理所長   2.防災態勢要員の参集状況確認  2.防災態勢要員の参集状況確認  2.防災態勢要員の参集状況確認  
高山ダム班 班員   3.堤体・貯水池等の巡視・点検  3.職員の安全確認及び誘導  3.職員の安全確認及び誘導  
青蓮寺ダム班  各ダム管理所員   4.管理設備等の点検  4.被災者の応急手当等  4.被災者の応急手当等  
室生ダム班  (土木・電気・機械)   5.通信回線の確保  5.宿舎及び家族の安全確認  5.宿舎及び家族の安全確認  
布目ダム班    6.関係機関等への報告及び連絡  6.災害対策用資機材等の点検及び準備  6.災害対策用資機材等の点検及び準備  
比奈知ダム班     7.堤体・貯水池周辺道路等の巡視・点検  7.堤体・貯水池周辺道路等の巡視・点検  

     8.管理設備等の点検  8.管理設備等の点検  
     9.被災箇所の応急点検  9.被災箇所の応急点検  
     10.関係機関等への報告及び連絡  10.関係機関等への報告及び連絡  
     11.通信回線の確保  11.通信回線の確保  
     12.炊き出し等  12.炊き出し等  

     13.初瀬取水施設・島谷導水施設の点検 
  (室生ダム) 

 13.初瀬取水施設・島谷導水施設の点検 
  (室生ダム)  

     14.気象情報等の収集及び連絡  14.気象情報等の収集及び連絡  
     15.洪水調節計画の立案  15.洪水調節計画の立案  

 

表 1.4-10 防災本部業務内容一覧 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【出典：令和2年布目ダム年次報告書】 
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 （3）関係機関への通知等 

放流時の通知先関係機関を表 1.4-11 に示す。 

洪水により、以下の 1)～5)に該当した放流を行う場合には、あらかじめ関係機関に

対して通知を行う。 

1)常用洪水吐きゲートから放流を開始するとき。 

2)ダムから放流を行うことにより、下流に急激な水位上昇を生じると予想されると

き。 

3)洪水調節を開始するとき。 

4)水位が洪水時最高水位(サーチャージ水位)を超え、流水が非常用洪水吐きから自

然越流すると予想されるとき。 

5)水位が洪水時最高水位(サーチャージ水位)を超え、流水が非常用洪水吐きから自

然越流を開始したとき。 

 

関係機関への通知は、1)から 4)については、約 1 時間前に FAX 等により行う。5)に

ついては、そのときに FAX 等により行う。 

また、一般に周知させるための警告は、1)、2)又は 4)については、ダム地点から木

津川合流地点飛鳥路下警報局までの区間とする。 

 

表 1.4-11 放流時の通知先関係機関一覧 

区  分 関 係 機 関 

独立行政法人水資源機構 関西・吉野川支社淀川本部 

国土交通省 
淀川ダム統合管理事務所 
木津川上流河川事務所 

地方公共団体 奈良県県土マネンジメント部河川課 
奈良県奈良土木事務所 
京都府建設交通部河川課及び砂防課 
京都府山城南土木事務所 
笠置町 
奈良市建設部河川課 
奈良市総合政策部危機管理課 

警 察 奈良警察署 
木津警察署 

消 防 奈良市消防局 
相楽中部消防組合消防本部 

発 電 関西電力送配電(株) 
【出典：令和2年布目ダム年次報告書】 
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 （4）放流警報区間 

布目ダムの放流警報区間と周知の体制を図 1.4-9 に示す。 

布目ダムでは、ゲート放流時・放流の原則を超える急激な水位上昇を伴う放流時・計

画規模を超える洪水時の操作による放流時に、サイレン吹鳴及びスピーカー放送によ

り周知を行うとともに、木津川合流点までの巡視を実施している。 

 
図 1.4-9 放流警報区間における周知・巡視の体制 

サイレン・スピーカ局 低地部

スピーカ局

① 水越橋より上下流の河川状況を確認。

① ② 神田橋より上下流の河川状況を確認。

③ 対岸の低地の様子を確認。

④ 河川状況確認。

⑤ 河川沿いに河川状況確認。
② ⑥ 橋下の低地状況確認

⑦ 橋近辺の河川状況確認。（下出広場下河川に人がいないか確認）

⑧ 下田橋より上下流の河川状況を確認。

③ ⑨ 警報板No11付近の河川状況を確認。（夜間は下田橋へ引き返し、

⑩ 興ヶ原上付近河川状況確認。 昼間はゴルフ場道路より県道に出る）
⑪ 潜水橋の状況

⑫ 日乃下橋付近の河川状況を確認・

③ ⑬ 興ヶ原下付近河川状況確認。

⑭ 水道取水堰付近河川状況確認。

（車がある場合河川内に人が

⑰ 警報板No26付近駐車中の車はないか確認 　　入っている可能性がある）

⑳ 木津川本線合流点付近状況確認。
21 関西電力布目発電所付近確認

⑤ 22 木津川潜没橋経由帰路（本線潜没橋通行不可の場合は引き返す）

＊下流興ヶ原地点より移動無線の電波が届かない場所が数カ所（下流に行くほど多い）
あるため携帯電話と併用して管理所との連絡をとる。

下出広場
＊川西警報局以降の下流については右岸法より落石が多々あるため注意を要す。

＊巡視終了後の帰路ルートの木津川潜没橋を渡る時は、高山ダムの放流量等で潜没する
(夜間は引き返す） 場合があるため、有市水位観測所の水位データ管理所で確認後、帰路ルートを決める。

⑨
ゴルフ場道路 （昼間はゴルフ場道路を使用し県道にでる）

⑩

⑪

⑫

県道柳生方面へ

この間

⑬ 落石に注意

21

笠置へ

⑭ ⑮ ⑱ ⑲ ⑳
水道局 関西電力

取水堰 取水堰

22

⑯ ⑰

STERT

⑥

⑦

④

布目ダム

布目

川
西
北

水越橋

布

目

橋

上出上

幸田上

興ヶ原下

⑧

川
西
南

上出下

川
西
東

飛

鳥
路

上

飛

鳥
路

中

飛
鳥

路
下

川
東
上

川
東

川
東
下

新
橋

関西電力取水堰付近河川状況確認。
警報板No25付近駐車中の車はないか確認。

布目橋より上下流の河川状況を確認。
甌穴群岩場に人がいないか状況確認。

神田橋

上出橋

天瀬橋

中村橋

下出下

興ヶ原上

興ヶ原
(10)

(8)

幸田下

邑地

下出上

(3)

吾妻橋

かえり橋

(12)

(11)

下田橋

潜水橋

日乃下橋

鷲千代橋

宮之橋

(9)

下出橋

(1)

(2)

(7)

⑮
⑯

⑱
⑲

(4)

(5)

(6)

(21)
(13) (14) (15)

川
西

木
津
川

甌穴群

川西：

時間最大35mm　累計雨量
60mmを超えた場合の巡視範囲

警報局 

警報車 



布目ダム定期報告書(R4) 1 章 事業の概要 

 1-59

布目ダム

危険区間危険区間

飛鳥路下

川西

下流巡視区間

落石・倒木
の危険性の
ある範囲

監視カメラ

【布目ダム下流巡視要領 抜粋】 

①大雨が予想される場合には、事前に下流の巡視を行う。 
②危険区間の道路の進入口（３箇所）にカメラを設置して河川監視を行って
いる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■要領適用の目安となる雨量 
 

布目ダム地点雨量 

時間最大 累計 
35mm 60mm 

 

 （5）警報マニュアル 巡視ルールの設定 

布目ダムの下流巡視ルート（延長約 11km）の最下流 4km 区間は、渓谷で道幅が狭い

上に道路の整備状況が悪いため、大雨の際には落石等の危険が非常に高い。 

そのため、布目ダム操作規則第 24 条の規程に基づく操作細則第 13 条 6 項による警

報車による下流の巡視については、別途、下流巡視要領を定め、以下に示す気象条件等

により下流巡視が危険と判断された場合には、川西警報局から木津川合流地点飛鳥路

下警報局までを除き、巡視を実施するものとしている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

図 1.4-10 下流巡視要領適用範囲 

H22/07/14 H18/07/21 
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1.4.3  渇水時の管理 

渇水時には、水資源機構木津川ダム総合管理所において以下に示す「渇水対策要領」、

「渇水対策本部運営細則」及び「渇水対策支部設置要領(案)」に基づいて、表 1.4-12

に示す組織構成からなる渇水対策本部が設置される。また、関係機関に対する通信連絡

体制は図 1.4-11 に示すとおりである。 

 

【水資源機構 木津川ダム総合管理所 渇水対策要領】 
（目的） 
第１条 この要領は、渇水に際し、木津川ダム総合管理所の組織及び実施すべき措置を定め、気
象及び水象状況、水質状況、取排水の実態等を把握し、渇水予測を実施するとともに、適切な渇
水対策を円滑に行うことを目的とする。 
 
（適用範囲） 
第２条 木津川ダム総合管理所の渇水対策業務は別に定めるもののほか、この要領に定めると
ころによる。 
 
（渇水対策業務の優先） 
第３条 渇水対策に関する業務は、渇水の状況に応じた組織の編成を行うとともに、この業務を
優先して行うものとする。 
 
（本部及び支部の設置） 
第４条 渇水時における木津川ダム総合管理所の業務を迅速かつ適確に実施するため、木津川
ダム総合管理所長は、必要があると認めた場合に木津川ダム総合管理所に木津川ダム総合管理
所渇水対策本部（以下「本部」という。）を置き、関係する管理所に渇水対策支部 （以下「支部」
という。）を置くことができる。 
 
（本部の組織） 
第５条 本部は、本部長、副本部長、班長及び本部員をもって組織する。 

２．本部長は木津川ダム総合管理所長をもってあて、本部の業務を掌理する。 
３．副本部長は副所長をあて、本部長を補佐し、その命をうけ班長及び本部員を指揮監督す

るとともに、本部長が不在のときはその業務を代行する。 
４．班長は本部長が指定する者をもってあて、班の渇水対策業務を行う。 
５．本部員は本部長が指定する者をもってあて、第７条に定める班に所属し、本部の業務に

従事する。 
 
（支部の組織） 
第６条 支部は支部長、班長及び支部員をもって組織する。 

２．支部長は当該所長をもってあて、支部の業務を掌理する。 
３．班長は、各管理所職員の中から支部長が指定する者をあて、その命を受け支部員を指揮

監督するものとする。 
４．支部員は支部長が指定する者をもってあて、第７条に定める班に所属し、支部の業務に

従事する。 
５．第１項に定めるほか必要と認められる組織は支部長が別に定めるところによる。 

 
（班の編制等） 
第７条 本部には必要な班を置く。 

２．各班の名称、所掌業務、細部の編成、その他は、本部にあっては本部長が定める渇水対
策本部運営細則等による。 

３．第６条第４項及び第５項並びに前条第５項までの規定に基づく職員の指定は前項に規
定する渇水対策本部運営細則及び支部における渇水対策体制の規定により行う。 
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（渇水対策業務） 
第８条 本部は次に掲げる業務を行う。 
一．気象及び水象状況の把握 
二．水質状況の把握 
三．被害実態把握 
四．流況予測及び水質予測 
五．総管内の各ダム、関西支社、本社、国土交通省及び関係府県等との情報連絡 
六．各報道機関への対応 
七．その他渇水対策のために必要な業務 

 
第９条 支部は次に掲げる業務を行う。 
一．気象及び水象状況の把握 
二．水質状況の把握 
三．被害実態把握 
四．流況及び貯水状況並びに水質予測 
五．ダムの操作運用に関すること 
六．総管及び利水者との情報連絡 
七．各報道機関への対応 
八．その他渇水対策のために必要な業務 

 
（渇水対策資料） 
第１０条 本部長及び支部長となる者は前条に規定する渇水対策業務を行うため、必要な資料

を整備しておかなければならない。 
 
（報告） 
第１１条 本部長は次の各号の一に該当するときは、関西支社に報告しなければならない。 
一．木津川ダム総合管理所渇水対策本部が設置されたとき 
二．木津川ダム総合管理所渇水対策本部が解散されたとき 

 
第１２条 本部長は関係支部に対し渇水対策上必要な指示を行うとともに、管内の渇水状況等
必要な情報の伝達を行う。 
 
第１３条 支部長は次の各号の一に該当するときは、本部長に報告しなければならない。 
一．渇水対策支部を設置したとき 
二．渇水対策支部を解散したとき 
三．ダムの貯水量が著しく減少するおそれのあるとき 
四．各利水者の取水に支障が生じ被害が出はじめたとき 
五．その他渇水対策上必要な情報を入手したとき 

 
（本部及び支部の解散） 
第１４条 本部及び支部は渇水のおそれがなくなったと本部長が認めるとき解散するものとす
る。 
 
（細則） 
第１５条 この要領の実施のため必要な事項は別に定めるものとする。 
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【水資源機構 木津川ダム総合管理所 渇水対策本部運営細則】 
（目 的） 
第１条 この細則は、木津川ダム総合管理所渇水対策要領（以下「総管要領」という。）に基づ
き、木津川ダム総合管理所 （以下「総合管理所」という。）における渇水時の組織及び実施すべ
き措置を定め、適切な渇水対策を円滑に行うことを目的とする。 
 
（班の編成等） 
第２条 本部には原則として必要な班を置く。 
２．各班及び名称、所掌業務、細部の編成、その他は、原則として本部長が別に定める渇水対策
編成表による。又、休日等においては、本部長が別途指示するものとする。 
 
（本部及び支部の設置） 
第３条 総管要領第４条により総合管理所に本部を置くほか総合管理所長は必要と認めた場合
に支部を設置することができる。 
 
（渇水対策業務） 
第４条 本部または支部管理所は、次に掲げる業務を行う。ただし、第七～八号の業務は、本部
長に連絡のうえ対処するものとする。 
一． 気象及び水象状況の把握 
二． 水質状況の把握 
三． 被害実態把握 
四． 流況予測及び水質予測 
五． ダムの操作運用に関すること 
六． 総合管理所及び利水者との情報連絡 
七． 総合管理所内の各ダム、関西支社、本社、国土交通省及び関係府県等との情報連絡 
八． 各報道機関への対応 
九． その他渇水対策のために必要な業務 

 
（渇水対策資料） 
第５条 本部長は、第４条に規定する業務を行うため必要な資料を整備しておかなければなら
ない。 
 
（報 告） 
第６条 本部長は、次の各号の一に該当するときは、関西支社に報告しなければならない。 
一． 渇水対策本部及び支部を設置したとき 
二． 渇水対策本部及び支部を解散したとき 
三． 渇水対策上重要な情報を入手したとき 

 
（渇水情報の伝達） 
第７条 渇水情報の伝達は、別に定める伝達系統に従い行うものとする。 
 
（流量等の通報） 
第８条 渇水時の流量等の通報については、別に定める方法により行う。 
 
（流量観測、水質測定） 
第９条 流量観測、水質測定は、渇水対策中にあっては、別に定める方法により行い、その開始、
終了は、本部長が発令する。 
 
 
（渇水対策業務の優先） 
第１０条 渇水対策に関する業務は、一般業務に優先して行わなければならない。 
２．渇水対策に関する通信及び機器の確保は、他に優先して行わなければならない。 
 
（体制解除後の報告） 
第１１条 体制が解除されたときは、各班長及び各支部長は、体制期間中の活動状況について、
整理、とりまとめを行い本部長に報告するものとする。 
 
（特例） 
第１２条 渇水対策に関する業務の処理について本細則によりがたい時は、本部長の指示に基
づき特例により行うことが出来る。 
 
（附則） 
第１３条 この細則は、平成６年７月１日から施行する。 
 
  



布目ダム定期報告書(R4) 1 章 事業の概要 

 1-63

 
【水資源機構 木津川ダム総合管理所 渇水対策支部設置要領(案)】 
（目的） 
第１条 この要領は、渇水に際し、木津川ダム総合管理所（以下、「総合管理所」という。）が実
施すべき措置及びそのための組織を定め、気象及び水象状況等を把握し、適切な渇水対策を円
滑に行うことを目的とする。 

 
（支部の設置） 
第２条 渇水対策に関する業務を迅速かつ的確に実施するため、所長は、必要があると認めた場
合には、総合管理所内の渇水対策に係る当該ダム管理所に渇水対策支部（以下、「支部」とい
う。）を置くものとする。 

 
（支部の組織） 
第３条 支部は、支部長、班長、班員をもって組織する。 
  ２．支部長は当該ダム管理所長をもって、支部の業務を掌理する。 
   ３．班長は、当該ダム管理所長代理をもってあて、支部長を補佐し、その命を受け支部員を
指揮監督するとともに、支部長が不在のときは、その業務を代行する。 

 
（班の編成） 
第４条 支部には、管理班及び施設班を置く。 
  ２．掌握業務は、支部長が別に定める渇水対策体制編成表による。 
 
（体制区分） 
第５条 支部の体制区分は、別表－２に基づき、支部長がこれを指令する。 
 
（渇水対策業務） 
第６条 支部は、次の各号に掲げる業務を行う。 
  一．気象及び水象状況の把握 
  二．水質状況の把握 
  三．被害実態把握 
  四．流況及び貯水状況並びに水質の予測 
  五．ダムの操作運用に関すること 
  六．総合管理所及び利水者との情報連絡 
  七．各報道機関への対応 
  八．その他渇水対策のために必要な業務 
 
（渇水対策資料） 
第７条 班長は、前条に規定する業務を行うため必要な資料を整備しておかなければならない。 
 
 
（支部の解散） 
第８条 支部は、渇水のおそれがなくなったと支部長が認めたとき解散する。 
 
附則 
     この要領は、平成 ６年 ７月 １日から適用する。 
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表 1.4-12 渇水対策本部業務内容一覧 

組  織 編  成 所 掌 業 務 

編  成  人  員 

平   日 休   日 

本 部 長 総合管理所長 1.総括指揮、監督及び重要事項の決定 総管所長 

（１名） 

休日の人員に 

ついては、必 

要に応じて、 

本部長が決め 

る。 

副本部長 総合管理副所長 1.本部長の補佐汲びマスコミ等の対応 総管副所長 

（１名） 

本 
 
 
 

部 
 
 
 

員 

総務班 （班長） 

総務課長 

1.マスコミ等の電話問い合わせに対す 

る対応 

2.マスコミ等の報道及び新聞の資料収 

集整理と配付 

3.記者クラブへの窓口業務 

班長 

1 名 

総務課 

1 名 

管理班 （班長） 

管理課長 

（班長） 

電気通信課長 

（班長） 

機械課長 

1.情報の検討及び各班の調整等 

2.気象及び水象状況の把握 

3.流況予測及び水質予測 

4.水質状況の把握 

5.被害実態把握 

6.総管内の各ダム、関西支社、本社、 

国土交通省及び関係府県等との情報連絡 

7.通信網の確保、テレメータ、情報関 

連機器の保守 

8.その他渇水対策のために必要な業務 

班長 

1 名 

管理課 

1 名 

電気通信課 

1 名 

機械課 

1 名 

支 
 

 
 

部 
 

 
 
 

員 

各管理所 

支部長 

管理所長 1. 各管理所の総括指揮及び各報道機関 

への対応 

管理所長 

1 名 

 

 

休日の人員に 

ついては、必 

要に応じて、 

支部長が決め

る。 

管理班 （班長） 

所長代理 

1.気象及び水象状況の把握 

2.水質状況の把握 

3.被害実態把握 

4.流況・貯水状況及び水質予測 

5.ダム操作運用に関すること 

6.総管及び利水者との情報連絡 

7.その他渇水対策のために必要な業務 

班長 

1 名 

管理係 

2 名 

電通班 1.通信網の確保 

2.テレメータ、情報関連機器への対応 

3.渇水状況のビデオ・写真撮影 

電通係機械係 

1 名 

   本部員 

支部員 

8 名 

5 名 

 

適宜 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.4-11 渇水情報通信連絡系統図 

  

近畿地方整備局 

河川管理課 

関西支社 

渇水対策本部 

施設管理課 

本社管理事業部 

施設管理課 

琵琶湖開発総合管理所 

第二管理課 

木津川ダム総合管理所 

管理課 

一庫ダム管理所 

日吉ダム管理所 

・湖南管理所 

・湖北管理所 

・湖西管理所 

・高山ダム 

・青蓮寺ダム 

・室生ダム 

・布目ダム 

・比奈知ダム 

指示 

連絡 

指示 

連絡 
連絡 連絡 

連絡 
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1.5  文献リストの作成 

布目ダムの事業の概要に係わる評価のため、以下の資料を収集整理した。 

 

表 1.5-1 「1.事業の概要」に使用した文献・資料リスト 

NO. 文献・資料名 発行者 発行年月日 備考 

1-1 木津川ダム流域平面図 木津川ダム総合管理所 平成 18 年 3月  

1-2 
土地分類図(地形分類図)奈良県

(1:200,000) 

国土庁土地局国土調査課監修、

(財)日本地図センター発行 
昭和 48 年  

1-3 
土地分類図(表層地質図)奈良県

(1:200,000) 

国土庁土地局国土調査課監修、

(財)日本地図センター発行 
昭和 48 年  

1-4 
平成 27 年度 木津川ダム群河川

水辺の国勢調査報告書 
木津川ダム総合管理所 平成 28 年 3月  

1-5 布目ダム工事誌 木津川ダム総合管理所   

1-6 平成 24 年度 布目ダム定期報告書 木津川ダム総合管理所 平成 25 年 3月  

1-7 内閣府防災情報（H21～H29） 

内閣府ホームページ 

http://www.bousai.go.jp/u

pdates/index.html 

  

1-8 洪水調節報告書    

1-9 近畿水害写真集 
近畿地方建設局河川部監

修,(社)近畿建設協会発行 
  

1-10 渇水報告書    

1-11 奈良市水道 50 年史    

1-12 淀川水系河川整備基本方針 国土交通省河川局 平成 19 年 3月  

1-13 パンフレット「布目ダム」 布目ダム管理所   

1-14 
パンフレット「木津川ダム総合管

理所概要」 
木津川ダム総合管理所   

1-15 

国土数値情報 土地利用細分メッ

シュデータ  

平成 26 年度 土地利用 100m メッ

シュデータ 

国土交通省 国土政策局   

1-16 布目ダム年次報告書(H29～R3) 木津川ダム総合管理所   

1-17 布目ダム管理年報（H29～R3） 木津川ダム総合管理所   

 
 

表 1.5-2 「1.事業の概要」に使用したデータ 

NO. データ名 出典・データ提供者 発行年月日 備考 

1-1 布目ダム地点気温 布目ダム管理所   

1-2 針地点年降水量経年変化 気象庁   

1-3 流域人口データ 

（S55,S60,H17,H22,H27,R2） 

国勢調査（総務省統計局）   

1-4 流域平均降水量 布目ダム管理所   

1-5 貯水位・流入量・放流量 布目ダム管理年報   

1-6 興ヶ原地点流量データ 布目ダム管理所   

 
 
 
 


